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サービス別根拠法令 

１ 指定基準について 

 

 ２ 介護報酬の算定について 

 

サービス種別 根拠法令 

訪問介護、（介護予防）訪問入浴介護、（介

護予防）訪問看護、（介護予防）訪問リハビ

リテーション、（介護予防）居宅療養管理指

導、通所介護、（介護予防）通所リハビリテ

ーション、（介護予防）短期入所生活介護、

（介護予防）短期入所療養介護、（介護予防）

特定施設入居者生活介護、（介護予防）福祉

用具貸与、特定（介護予防）福祉用具販売 

○指定居宅サービス等の事業の人員、設備

及び運営に関する基準等を定める条例 

○指定介護予防サービス等の事業の人員、 

 設備及び運営並びに指定介護予防サービ

ス等に係る介護予防のための効果的な支

援の方法に関する基準等を定める条例 

 

介護老人福祉施設 ○指定介護老人福祉施設の人員、設備及び

運営に関する基準等を定める条例 

介護老人保健施設 ○介護老人保健施設の人員、施設及び設備

並びに運営に関する基準を定める条例 

介護療養型医療施設 ○指定介護療養型医療施設の人員、設備及

び運営に関する基準を定める条例 

介護医療院 ○介護医療院の人員、設備及び運営に関す

る基準を定める条例 

サービス種別 根拠法令 

訪問介護、（介護予防）訪問入浴介護、（介

護予防）訪問看護、（介護予防）訪問リハビ

リテーション、（介護予防）居宅療養管理指

導、通所介護、（介護予防）通所リハビリテ

ーション、（介護予防）短期入所生活介護、

（介護予防）短期入所療養介護、（介護予防）

特定施設入居者生活介護、（介護予防）福祉

用具貸与、特定（介護予防）福祉用具販売 

○指定居宅サービスに要する費用の額の算

定に関する基準（12.2.10 厚生省告示第

19 号）【令 3.3.15 厚生労働省告示第 73

号】 

○指定介護予防サービスに要する費用の額

の算定に関する基準（18.3.14厚生労働省

告示第 127号【令 3.3.15厚生労働省告示

第 73号】 

介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介

護療養型医療施設、介護医療院、 

○指定施設サービス等に要する費用の額の

算定に関する基準（12.2.10厚生省告示第

21 号）【令 3.3.15 厚生労働省告示第 73

号】 



 

 

【 介護老人保健施設 】 
 

１ 人員に関する基準（基準条例） 

（基本方針） 

第三条 介護老人保健施設は、施設サービス計画に基づいて、看護、医学的管理の下におけ

る介護及び機能訓練その他必要な医療並びに日常生活上の世話を行うことにより、入所者

がその有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるようにすることとともに、

その者の居宅における生活への復帰を目指すものでなければならない。 

２ 介護老人保健施設は、入所者の意思及び人格を尊重し、常に入所者の立場に立って介護

保健施設サービスの提供に努めなければならない。 

３ 介護老人保健施設は、明るく家庭的な雰囲気を有し、地域や家庭との結び付きを重視し

た運営を行い、市町村（特別区を含む。第六条第一号ロ(イ)を除き、以下同じ。）、居宅

介護支援事業者、居宅サービス事業者、他の介護保険施設その他の保健医療サービス又は

福祉サービスを提供する者との密接な連携に努めなければならない。 

４ 介護老人保健施設は、入所者の人権の擁護、虐待の防止等のため、必要な体制の整備を

行うとともに、その従業者に対し、研修を実施する等の措置を講じなければならない。 

５ 介護老人保健施設は、介護保健施設サービスを提供するに当たっては、法第百十八条の

二第一項に規定する介護保険等関連情報その他必要な情報を活用し、適切かつ有効に行う

よう努めなければならない。 

 

（従業者の員数） 

第四条 法第九十七条第二項の規定による介護老人保健施設に置くべき医師、看護師、介護

支援専門員及び介護その他の業務に従事する従業者の員数は、次のとおりとする。 

一 薬剤師 介護老人保健施設の実情に応じた適当数 

二 准看護師又は介護職員 常勤換算方法で、入所者の数が三又はその端数を増すごとに

一以上（看護師を置く場合にあっては、当該算定した数から常勤換算方法による看護師

の数を減じた数以上）（看護師又は准看護師（以下「看護職員」という。）の員数は看

護職員又は介護職員（以下「看護・介護職員」という。）の総数の七分の二程度を、介

護職員の員数は看護・介護職員の総数の七分の五程度をそれぞれ標準とする。） 

三 支援相談員 一以上（入所者の数が百を超える場合にあっては、常勤の支援相談員一

名に加え、常勤換算方法で、百を超える部分を百で除して得た数以上） 

四 理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士 常勤換算方法で、入所者の数を百で除して

得た数以上 

五 栄養士又は管理栄養士 入所定員百以上の介護老人保健施設にあっては、一以上 

1



 

六 介護支援専門員 一以上（入所者の数が百又はその端数を増すごとに一を標準とす

る。） 

七 調理員、事務員その他の従業者 介護老人保健施設の実情に応じた適当数 

２ 前項の入所者の数は、前年度の平均値とする。ただし、新規に許可を受ける場合は、推

定数による。 

３ 第一項の常勤換算方法は、当該従業者のそれぞれの勤務延べ時間数の総数を当該介護老

人保健施設において常勤の従業者が勤務すべき時間数で除することにより常勤の従業者の

員数に換算する方法をいう。 

４ 介護老人保健施設の従業者は、専ら当該介護老人保健施設の職務に従事する者でなけれ

ばならない。ただし、入所者の処遇に支障がない場合は、この限りでない。 

５ 第一項第六号の介護支援専門員は、専らその職務に従事する常勤の者でなければならな

い。ただし、入所者の処遇に支障がない場合には、当該介護老人保健施設の他の職務に従

事することができるものとし、介護支援専門員が次項に規定する本体施設に従事する場合

であって、当該本体施設の入所者の処遇に支障がないときには、同項に規定するサテライ

ト型小規模介護老人保健施設の職務に従事することができる。 

６ 第一項第三号から第六号までの規定にかかわらず、サテライト型小規模介護老人保健施

設の支援相談員、理学療法士、作業療法士若しくは言語聴覚士、栄養士若しくは管理栄養

士又は介護支援専門員については、次の各号に掲げるサテライト型小規模介護老人保健施

設を設置しようとする者により設置される当該施設以外の介護老人保健施設若しくは介護

医療院又は病院若しくは診療所（以下「本体施設」という。）の場合には、当該各号に掲

げる区分に応じ、当該各号に定める職員により当該サテライト型小規模介護老人保健施設

の入所者の処遇が適切に行われると認められるときは、これを置かないことができる。 

一 介護老人保健施設 医師、支援相談員、理学療法士、作業療法士若しくは言語聴覚

士、栄養士若しくは管理栄養士又は介護支援専門員 

二 介護医療院 医師、栄養士若しくは管理栄養士又は介護支援専門員 

三 病院 医師、栄養士若しくは管理栄養士（病床数百以上の病院の場合に限る。）又は

介護支援専門員（健康保険法等の一部を改正する法律（平成十八年法律第八十三号）附

則第百三十条の二第一項の規定によりなおその効力を有するものとされた同法第二十六

条の規定による改正前の法第四十八条第一項第三号に規定する指定介護療養型医療施設

の場合に限る。） 

７ 第一項第三号から第六号までの規定にかかわらず、医療機関併設型小規模介護老人保健

施設の支援相談員、理学療法士、作業療法士若しくは言語聴覚士、栄養士若しくは管理栄

養士又は介護支援専門員の員数の基準は、次の各号に掲げるとおりとする。 
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一 理学療法士、作業療法士若しくは言語聴覚士又は栄養士若しくは管理栄養士 併設さ

れる介護医療院又は病院若しくは診療所の理学療法士、作業療法士若しくは言語聴覚士

又は栄養士若しくは管理栄養士により当該医療機関併設型小規模介護老人保健施設の入

所者の処遇が適切に行われると認められるときは、置かないことができること。 

二 支援相談員又は介護支援専門員 当該医療機関併設型小規模介護老人保健施設の実情

に応じた適当数 

 

 

２ 施設及び設備に関する基準（基準条例） 

（施設の基準） 

第五条 介護老人保健施設は、次の各号に掲げる施設を有しなければならない。ただし、サ

テライト型小規模介護老人保健施設の場合にあっては、本体施設の施設を利用すること

により当該サテライト型小規模介護老人保健施設及び当該本体施設の入所者の処遇が適

切に行われると認められるときは、調理室、洗濯室又は洗濯場及び汚物処理室を、医療

機関併設型小規模介護老人保健施設の場合にあっては、併設される介護医療院又は病院

若しくは診療所の施設を利用することにより、当該医療機関併設型小規模介護老人保健

施設及び当該介護医療院又は病院若しくは診療所の入所者及び入院患者の処遇が適切に

行われると認められるときは、これらの施設を有しないことができる。 

一 談話室 

二 食堂 

三 浴室 

四 レクリエーション・ルーム 

五 洗面所 

六 便所 

七 サービス・ステーション 

八 調理室 

九 洗濯室又は洗濯場 

十 汚物処理室 

２ 前項各号に掲げる施設の基準は、次の各号に掲げるとおりとする。 

一 談話室 入所者同士や入所者とその家族とが談話を楽しめる広さを有すること。 

二 食堂 二平方メートルに入所定員数を乗じて得た面積以上の面積を有すること。 

三 浴室 

イ 身体の不自由な者が入浴するのに適したものとすること。 
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ロ 一般浴槽のほか、入浴に介助を必要とする者の入浴に適した特別浴槽を設けるこ

と。 

四 レクリエーション・ルーム レクリエーションを行うために十分な広さを有し、必要

な設備を備えること。 

五 洗面所 療養室のある階ごとに設けること。 

六 便所 

イ 療養室のある階ごとに設けること。 

ロ ブザー又はこれに代わる設備を設けるとともに、身体の不自由な者が使用するのに

適したものとすること。 

ハ 常夜灯を設けること。 

３ 第一項各号に掲げる施設は、専ら当該介護老人保健施設の用に供するものでなければな

らない。ただし、入所者の処遇に支障がない場合は、この限りでない。 

 

（経過措置） 

基準省令附則第４条 介護老人保健施設であって、その開設者が介護保険法施行法（平成九

年法律第百二十四号。以下この条において「施行法」という。）第八条第一項の規定に

より当該介護老人保健施設について法第九十四条第一項の規定による開設の許可を受

けた者とみなされるもの（以下「みなし介護老人保健施設」という。）のうち、老人保

健施設の施設及び設備、人員並びに運営に関する基準の一部を改正する省令（平成六

年厚生省令第一号）附則第二項の規定の適用を受けこの省令の施行の際老人保健施設

（施行法第二十四条の規定による改正前の老人保健法（昭和五十七年法律第八十号）

第六条第四項に規定する老人保健施設をいう。以下同じ。）として開設していたものの

施設（当該適用に係る部分に限る。）について、第三条第二項第一号ロの規定を適用す

る場合においては、同号ロ中「八平方メートル」とあるのは、「六平方メートル」とす

る。 

基準条例附則第２条 介護老人保健施設であって、その開設者が介護保険法施行法（平成九

年法律第百二十四号）第八条第一項の規定により当該介護老人保健施設について法第

九十四条第一項の規定による開設の許可を受けた者とみなされるもの（以下「みなし

介護老人保健施設」という。）のうち、平成四年九月三十日以前に老人保健施設とし

て開設されたものについて、第五条第二項第二号の規定を適用する場合においては、

同号中「二平方メートル」とあるのは、「一平方メートル」とする。 

基準省令附則第８条  平成十四年四月一日において現に医療法(昭和二十三年法律第二百五

号)第七条第一項の開設の許可を受けている病院の建物(平成十四年四月一日において
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現に存するもの(基本的な構造設備が完成しているものを含み、平成十四年四月二日以

降に増築され、又は全面的に改築された部分を除く。)に限る。)内の同条第二項第四

号に規定する療養病床若しくは同項第五号に規定する一般病床又は医療法等の一部を

改正する法律(平成十二年法律第百四十一号)附則第二条第三項第四号に規定する経過

的旧その他の病床若しくは同項第五号に規定する経過的旧療養型病床群に係る病床を

転換して平成十八年三月三十一日までに開設され、又は増設される介護老人保健施設

(以下「病床転換による介護老人保健施設」という。)の療養室(当該転換に係る部分に

限る。)について、第三条第二項第一号ロの規定を適用する場合においては、同号ロ中

「とすること」とあるのは、「とすること。ただし、療養室が談話室に近接して設けら

れている場合における当該療養室の入所者一人当たりの床面積は、八平方メートルか

ら当該談話室の面積を当該談話室に近接して設けられているすべての療養室の定員数

で除した面積を減じた面積以上とする」とする。 

基準省令附則第９条  病床転換による介護老人保健施設(次条に規定するものを除く。)の

療養室(当該転換に係る部分に限る。)について、当該転換に係る法第九十四条第一項

又は同条第二項の許可(次条及び附則第十一条において「開設許可等」という。)を受

けた日から起算して五年を経過する日までの間に第三条第二項第一号ロの規定を適用

する場合においては、前条の規定にかかわらず、第三条第二項第一号ロ中「八平方メ

ートル」とあるのは、「六・四平方メートル」とする。 

基準省令附則第 10 条  病床転換による介護老人保健施設(医療法施行規則等の一部を改正

する省令(平成十三年厚生労働省令第八号)附則第六条の規定の適用を受けている病床

を転換して開設され、又は増設されるものに限る。)の療養室(当該転換に係る部分に

限る。)について開設許可等を受けた日から起算して五年を経過する日までの間に第三

条第二項第一号ロの規定を適用する場合においては、附則第八条の規定にかかわら

ず、第三条第二項第一号ロ中「八平方メートル」とあるのは、「六平方メートル」とす

る。 

基準省令附則第 11 条  病床転換による介護老人保健施設(医療法施行規則等の一部を改正

する省令(平成十三年厚生労働省令第八号)附則第六条の規定の適用を受けている病床

を転換して開設され、又は増設されるものに限る。)の療養室(当該転換に係る部分に

限る。)について開設許可等を受けた日から起算して五年を経過する日までの間に第三

条第二項第一号ロの規定を適用する場合においては、附則第八条の規定にかかわら

ず、第三条第二項第一号ロ中「八平方メートル」とあるのは、「六平方メートル」とす

る。 

基準省令附則第 13 条  一般病床、精神病床(健康保険法等の一部を改正する法律(平成十八 
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年法律第八十三号)附則第百三十条の二第一項の規定によりなおその効力を有するもの

とされた介護保険法施行令(平成十年政令第四百十二号)第四条第二項に規定する病床

に係るものに限る。以下この条、次条、附則第十五条及び附則第十七条から附則第十

九条までにおいて同じ。)若しくは療養病床を有する病院又は一般病床若しくは療養病

床を有する診療所の開設者が、当該病院の一般病床、精神病床若しくは療養病床又は

当該診療所の一般病床若しくは療養病床を平成三十六年三月三十一日までの間に転換

(当該病院の一般病床、精神病床若しくは療養病床又は当該診療所の一般病床若しくは

療養病床の病床数を減少させるとともに、当該病院又は診療所の施設を介護老人保健

施設、軽費老人ホーム(老人福祉法(昭和三十八年法律第百三十三号)第二十条の六に規

定する軽費老人ホームをいう。)その他の要介護者、要支援者その他の者を入所又は入

居させるための施設の用に供することをいう。以下この条、次条、附則第十五条及び

附則第十七条から附則第十九条までにおいて同じ。)を行って介護老人保健施設を開設

する場合における当該転換に係る療養室については、第三条第二項第一号ロの規定に

かかわらず、新築、増築又は全面的な改築の工事が終了するまでの間、入所者一人当

たりの床面積は、六・四平方メートル以上であること。 

基準省令附則第 14 条  一般病床、精神病床若しくは療養病床を有する病院又は一般病床若

しくは療養病床を有する診療所の開設者が、当該病院の一般病床、精神病床若しくは

療養病床又は当該診療所の一般病床若しくは療養病床を平成三十六年三月三十一日ま

での間に転換を行って介護老人保健施設を開設する場合においては、併設される病院

又は診療所の施設を利用することにより、当該介護老人保健施設の入所者及び当該病

院又は診療所の入院患者の処遇が適切に行われると認められるときは、第三条第一項

の規定にかかわらず、当該介護老人保健施設に診察室を設けないことができる。 

基準省令附則第 15 条  一般病床、精神病床又は療養病床を有する病院の開設者が、当該病

院の一般病床、精神病床又は療養病床を平成三十六年三月三十一日までの間に転換を

行って介護老人保健施設を開設する場合における当該転換に係る機能訓練室について

は、第三条第二項第二号中「一平方メートルに入所定員数を乗じて得た面積」とある

のは、「四十平方メートル」とする。 

２ 一般病床、精神病床又は療養病床を有する病院の開設者が、当該病院の一般病床、

精神病床又は療養病床を平成三十六年三月三十一日までの間に転換を行って介護老人

保健施設を開設する場合における当該転換に係る食堂については、第三条第二項第四

号中「二平方メートル」とあるのは、「一平方メートル」とする。 

基準条例附則第３条 一般病床、精神病床又は療養病床を有する病院の開設者が、当該病院

の一般病床、精神病床又は療養病床を令和六年三月三十一日までの間に転換を行って
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介護老人保健施設を開設する場合における当該転換に係る食堂については、第五条第

二項第二号中「二平方メートル」とあるのは、「一平方メートル」とする。 

基準条例附則第４条 一般病床又は療養病床を有する診療所の開設者が、当該診療所の一般

病床又は療養病床を令和六年三月三十一日までの間に転換を行って介護老人保健施設

（ユニット型介護老人保健施設を除く。）を開設する場合における当該転換に係る食

堂については、第五条第二項第二号の規定にかかわらず、次の各号に掲げる基準のい

ずれかに適合するものとする。 

一 必要な広さを有するものとし、機能訓練室と合計した面積は、三平方メートルに入

所定員数を乗じて得た面積以上とすること。ただし、その場合にあっては、機能訓練

又は食事の提供に支障がない広さを確保すること。 

二 一平方メートルに入所定員数を乗じて得た面積以上を有すること（機能訓練室の面

積が四十平方メートル以上の場合に限る。）。 

基準省令附則第 16 条 一般病床又は療養病床を有する診療所の開設者が、当該診療所の一般

病床又は療養病床を平成三十六年三月三十一日までの間に転換を行って介護老人保健

施設（ユニット型介護老人保健施設を除く。）を開設する場合における当該転換に係

る機能訓練室及び食堂については、第三条第二項第二号及び第四号の規定にかかわら

ず、次の各号に掲げる基準のいずれかに適合するものとする。 

一 機能訓練室及び食堂は、それぞれ必要な広さを有するものとし、その合計した面積

は、三平方メートルに入所定員数を乗じて得た面積以上とすること。ただし、その場

合にあっては、機能訓練又は食事の提供に支障がない広さを確保し、当該機能訓練を

行うために必要な器械・器具を備えること。 

二 機能訓練室は、四十平方メートル以上の面積を有し、食堂は、一平方メートルに入

所定員数を乗じて得た面積以上を有すること。また、当該機能訓練を行うために必要

な器械・器具を備えること。 

２  一般病床又は療養病床を有する診療所の開設者が、当該診療所の一般病床又は療

養病床を平成三十六年三月三十一日までの間に転換を行って介護老人保健施設(ユニッ

ト型介護老人保健施設に限る。)を開設する場合における当該転換に係る機能訓練室に

ついては、第四十一条第二項第二号中「一平方メートルに入居定員数を乗じて得た面

積」とあるのは、「四十平方メートル」とする。 

 

（構造設備に関する基準） 

第六条 介護老人保健施設の構造設備に関する基準は、次の各号に掲げるとおりとする。 
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一 介護老人保健施設の建物（入所者の療養生活のために使用しない附属の建物を除

く。）は、耐火建築物とすること。ただし、次のいずれかの要件を満たす二階建て又は

平屋建ての介護老人保健施設の建物にあっては、準耐火建築物とすることができる。 

イ 療養室その他の入所者の療養生活に充てられる施設（以下「療養室等」という。）

を二階及び地階のいずれにも設けていないこと。 

ロ 療養室等を二階又は地階に設けている場合であって、次に掲げる要件の全てを満た

すものであること。 

(イ) 当該介護老人保健施設の所在地を管轄する消防長（消防本部を設置しない市町村

にあっては、市町村長。以下同じ。）又は消防署長と相談の上、第三十二条に規定

する計画に入所者の円滑かつ迅速な避難を確保するために必要な事項を定めるこ

と。 

(ロ) 第三十二条に規定する訓練については、同条に規定する計画に従い、昼間及び夜

間において行うこと。 

(ハ) 火災時における避難、消火等の協力を得ることができるよう、地域住民等との連

携体制を整備すること。 

二 療養室等が二階以上の階にある場合は、屋内の直通階段及びエレベーターをそれぞれ

一以上設けること。 

三 療養室等が三階以上の階にある場合は、避難に支障がないように避難階段を二以上設

けること。ただし、前号に規定する直通階段を建築基準法施行令（昭和二十五年政令第

三百三十八号）第百二十三条第一項に規定する避難階段としての構造とする場合は、そ

の直通階段の数を避難階段の数に算入することができる。 

四 階段には、手すりを設けること。 

五 廊下の構造は、次に掲げるとおりとすること。 

イ 幅は、一・八メートル以上（中廊下にあっては、二・七メートル以上）とするこ

と。ただし、廊下の一部の幅を拡張することにより、入所者、従業者等の円滑な往来

に支障が生じないと認められる場合には、一・五メートル以上（中廊下にあっては、

一・八メートル以上）とすることができる。 

ロ 手すりを設けること。 

ハ 常夜灯を設けること。 

六 入所者に対する介護保健施設サービスの提供を適切に行うために必要な設備を備える

こと。 

七 消火設備その他の非常災害に際して必要な設備を設けること。 
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２ 前項第一号の規定にかかわらず、知事が、火災予防、消火活動等に関し専門的知識を有

する者の意見を聴いて、次の各号のいずれかの要件を満たす木造かつ平屋建ての介護老人

保健施設の建物であって、火災に係る入所者の安全性が確保されていると認めたときは、

耐火建築物又は準耐火建築物とすることを要しない。 

一 スプリンクラー設備の設置、天井等の内装材等への難燃性の材料の使用、調理室等火

災が発生するおそれがある箇所における防火区画の設置等により、初期消火及び延焼の

抑制に配慮した構造であること。 

二 非常警報設備の設置等による火災の早期発見及び通報の体制が整備されており、円滑

な消火活動が可能なものであること。 

三 避難口の増設、搬送を容易に行うために十分な幅員を有する避難路の確保等により、

円滑な避難が可能な構造であり、かつ、避難訓練を頻繁に実施すること、配置人員を増

員すること等により、火災の際の円滑な避難が可能なものであること。 

（経過措置） 

基準条例附則第６条 みなし介護老人保健施設であって、介護保険法等の施行に伴う厚生省

関係省令の整備等に関する省令（平成十一年厚生省令第九十一号）第一条の規定による

廃止前の老人保健施設の施設及び設備、人員並びに運営に関する基準（昭和六十三年厚

生省令第一号。以下「老人保健施設基準」という。）附則第三条の規定の適用を受け平成

十二年四月一日前から老人保健施設として開設していたものの構造設備（当該適用に係

る部分に限る。）については、第六条第一項第二号（エレベーターに係る部分に限る。）

の規定は、適用しない。 

基準条例附則第８条 みなし介護老人保健施設であって、老人保健施設基準附則第二条第一

項の規定の適用を受け平成十二年四月一日前から老人保健施設として開設していたもの

の構造設備（当該適用に係る部分に限る。）については、第六条第一項第五号イの規定

は、適用しない。 

基準省令附則第 12 条  病床転換による介護老人保健施設であって第四条第五号イの規定に

適合しないもの(当該転換に当たって当該規定に適合させることが困難であったものに限

る。)の構造設備(当該転換に係る部分に限る。)については、同号イ中「一・八メート

ル」とあるのは「一・二メートル」と、「二・七メートル」とあるのは「一・六メート

ル」とする。 

基準条例附則第５条  一般病床、精神病床若しくは療養病床を有する病院又は一般病床若

しくは療養病床を有する診療所の開設者が、当該病院の一般病床、精神病床若しくは療

養病床又は当該診療所の一般病床若しくは療養病床を令和六年三月三十一日までの間に
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転換を行って介護老人保健施設を開設する場合における当該転換に係る建物について

は、第六条第一項第一号の規定は、適用しない。 

基準条例附則第７条 一般病床、精神病床若しくは療養病床を有する病院又は一般病床若し

くは療養病床を有する診療所の開設者が、当該病院の一般病床、精神病床若しくは療養

病床又は当該診療所の一般病床若しくは療養病床を令和六年三月三十一日までの間に転

換を行って介護老人保健施設を開設する場合における当該転換に係る屋内の直通階段及

びエレベーターについては、第六条第一項第二号中「屋内の直通階段及びエレベーター

をそれぞれ一以上設けること」とあるのは、「屋内の直通階段を二以上設けること。た

だし、エレベーターが設置されているもの又は二階以上の各階における療養室の床面積

の合計がそれぞれ五十平方メートル（主要構造部が耐火構造であるか、又は不燃材料で

造られている建築物にあっては、百平方メートル）以下のものについては、屋内の直通

階段を一とすることができる」とする。 

基準条例附則第９条 第九条 一般病床、精神病床若しくは療養病床を有する病院又は一般

病床若しくは療養病床を有する診療所の開設者が、当該病院の一般病床、精神病床若し

くは療養病床又は当該診療所の一般病床若しくは療養病床を令和六年三月三十一日まで

の間に転換を行って介護老人保健施設を開設する場合における当該転換に係る療養室に

隣接する廊下については、第六条第一項第五号イ及び第四十五条第四項第五号イの規定

にかかわらず、幅は、一・二メートル以上（中廊下にあっては、一・六メートル以上）

とする。 

基準条例附則第 10 条  平成十八年四月一日前から存する療養病床若しくは一般病床であっ

て、かつ、同日以降療養病床若しくは一般病床から転換したサテライト型小規模介護老

人保健施設又は医療機関併設型小規模介護老人保健施設の廊下幅については、第六条第

一項第五号イの規定にかかわらず、当分の間、一・二メートル以上（中廊下にあって

は、一・六メートル以上）とする。 

 

 

<ユニット型> 

（施設に関する基準） 

第四十五条 ユニット型介護老人保健施設は、次の各号に掲げる施設を有しなければならな

い。ただし、ユニット型サテライト型小規模介護老人保健施設の場合にあっては、本体

施設の施設を利用することにより、当該ユニット型サテライト型小規模介護老人保健施

設及び当該本体施設の入居者の処遇が適切に行われると認められるときは、調理室、洗

濯室又は洗濯場及び汚物処理室を、ユニット型医療機関併設型小規模介護老人保健施設

の場合にあっては、併設される介護医療院又は病院若しくは診療所の施設を利用するこ
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とにより、当該ユニット型医療機関併設型小規模介護老人保健施設及び当該介護医療院

又は病院若しくは診療所の入居者又は入院患者の処遇が適切に行われると認められると

きは、これらの施設を有しないことができる。 

一 ユニット 

二 浴室 

三 サービス・ステーション 

四 調理室 

五 洗濯室又は洗濯場 

六 汚物処理室 

２ 前項各号に掲げる施設の基準は、次の各号に掲げるとおりとする。 

一 ユニット 

イ 共同生活室 

(イ) 共同生活室は、いずれかのユニットに属するものとし、当該ユニットの入居者

が交流し、共同で日常生活を営むための場所としてふさわしい形状を有するこ

と。 

(ロ) 一の共同生活室の床面積は、二平方メートルに当該共同生活室が属するユニッ

トの入居定員を乗じて得た面積以上を標準とすること。 

(ハ) 必要な設備及び備品を備えること。 

ロ 洗面所 

(イ) 療養室ごとに設けるか、又は共同生活室ごとに適当数設けること。 

(ロ) 身体の不自由な者が使用するのに適したものとすること。 

ハ 便所 

(イ) 療養室ごとに設けるか、又は共同生活室ごとに適当数設けること。 

(ロ) ブザー又はこれに代わる設備を設けるとともに、身体の不自由な者が使用する

のに適したものとすること。 

(ハ) 常夜灯を設けること。 

二 浴室 

イ 身体の不自由な者が入浴するのに適したものとすること。 

ロ 一般浴槽のほか、入浴に介助を必要とする者の入浴に適した特別浴槽を設けるこ

と。 

３ 前項第二号に掲げる設備は、専ら当該ユニット型介護老人保健施設の用に供するもので

なければならない。ただし、入居者に対する介護保健施設サービスの提供に支障がない場

合は、この限りでない。 
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４ 前各項に規定するもののほか、ユニット型介護老人保健施設の設備構造に関する基準

は、次の各号に掲げるところによる。 

一 ユニット型介護老人保健施設の建物（入居者の療養生活のために使用しない附属の建

物を除く。）は、耐火建築物とすること。ただし、次のいずれかの要件を満たす二階建

て又は平屋建てのユニット型介護老人保健施設の建物にあっては、準耐火建築物とする

ことができる。 

イ 療養室等を二階及び地階のいずれにも設けていないこと。 

ロ 療養室等を二階又は地階に設けている場合であって、次に掲げる要件の全てを満た

すものであること。 

(イ) 当該ユニット型介護老人保健施設の所在地を管轄する消防長又は消防署長と相談

の上、第五十四条において準用する第三十二条に規定する計画に入居者の円滑かつ

迅速な避難を確保するために必要な事項を定めること。 

(ロ) 第五十四条において準用する第三十二条に規定する訓練については、第五十四条

において準用する第三十二条に規定する計画に従い、昼間及び夜間において行うこ

と。 

(ハ) 火災時における避難、消火等の協力を得ることができるよう、地域住民等との連

携体制を整備すること。 

二 療養室等が二階以上の階にある場合は、屋内の直通階段及びエレベーターをそれぞれ

一以上設けること。 

三 療養室等が三階以上の階にある場合は、避難に支障がないように避難階段を二以上設

けること。ただし、前号に規定する直通階段を建築基準法施行令第百二十三条第一項に

規定する避難階段としての構造とする場合は、その直通階段の数を避難階段の数に算入

することができる。 

四 階段には、手すりを設けること。 

五 廊下の構造は、次に掲げるとおりとすること。 

イ 幅は、一・八メートル以上（中廊下にあっては、二・七メートル以上）とするこ

と。ただし、廊下の一部の幅を拡張することにより、入居者、従業者等の円滑な往来

に支障が生じないと認められる場合には、一・五メートル以上（中廊下にあっては、

一・八メートル以上）とすることができる。 

ロ 手すりを設けること。 

ハ 常夜灯を設けること。 

六 入居者に対する介護保健施設サービスの提供を適切に行うために必要な設備を備え

ること。 
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七 消火設備その他の非常災害に際して必要な設備を設けること。 

５ 前項第一号の規定にかかわらず、知事が、火災予防、消火活動等に関し専門的知識を有

する者の意見を聴いて、次の各号のいずれかの要件を満たす木造かつ平屋建てのユニット

型介護老人保健施設の建物であって、火災に係る入居者の安全性が確保されていると認め

たときは、耐火建築物又は準耐火建築物とすることを要しない。 

一 スプリンクラー設備の設置、天井等の内装材等への難燃性の材料の使用、調理室等火

災が発生するおそれがある箇所における防火区画の設置等により、初期消火及び延焼の

抑制に配慮した構造であること。 

二 非常警報設備の設置等による火災の早期発見及び通報の体制が整備されており、円滑

な消火活動が可能なものであること。 

三 避難口の増設、搬送を容易に行うために十分な幅員を有する避難路の確保等により、

円滑な避難が可能な構造であり、かつ、避難訓練を頻繁に実施すること、配置人員を増

員すること等により、火災の際の円滑な避難が可能なものであること。 

 

 

３ 運営に関する基準（基準条例） 

（内容及び手続の説明及び同意） 

第七条 介護老人保健施設は、介護保健施設サービスの提供の開始に際し、あらかじめ、入

所申込者又はその家族に対し、第二十九条に規定する運営規程の概要、従業者の勤務の

体制その他の入所申込者のサービスの選択に資すると認められる重要事項を記した文書

を交付して説明を行い、当該提供の開始について入所申込者の同意を得なければならな

い。 

２ 介護老人保健施設は、入所申込者又はその家族からの申出があった場合には、前項の規

定による文書の交付に代えて、規則で定めるところにより、当該入所申込者又はその家族

の承諾を得て、当該文書に記すべき重要事項を電子情報処理組織を使用する方法その他の

情報通信の技術を利用する方法であって規則で定めるものにより提供することができる。

この場合において、当該介護老人保健施設は、当該文書を交付したものとみなす。 

（提供拒否の禁止） 

第八条 介護老人保健施設は、正当な理由なく介護保健施設サービスの提供を拒んではなら

ない。 

（サービス提供困難時の対応） 

第九条 介護老人保健施設は、入所申込者の病状等を勘案し、入所申込者に対し自ら必要な

サービスを提供することが困難であると認めた場合は、適切な病院又は診療所を紹介す

る等の適切な措置を速やかに講じなければならない。 
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（受給資格等の確認） 

第十条 介護老人保健施設は、介護保健施設サービスの提供を求められた場合には、その者

の提示する被保険者証によって、被保険者資格、要介護認定の有無及び要介護認定の有

効期間を確かめるものとする。 

２ 介護老人保健施設は、前項の被保険者証に法第七十三条第二項に規定する認定審査会意

見が記載されているときは、当該認定審査会意見に配慮して、介護保健施設サービスを提

供するように努めなければならない。 

（要介護認定の申請に係る援助） 

第十一条 介護老人保健施設は、入所の際に要介護認定を受けていない入所申込者について

は、要介護認定の申請が既に行われているかどうかを確認し、申請が行われていない場

合は、入所申込者の意思を踏まえて速やかに当該申請が行われるよう必要な援助を行わ

なければならない。 

２ 介護老人保健施設は、要介護認定の更新の申請が、遅くとも当該入所者が受けている要 

介護認定の有効期間の満了日の三十日前には行われるよう必要な援助を行わなければなら

ない。 

（入退所） 

第十二条 介護老人保健施設は、その心身の状況及び病状並びにその置かれている環境に照

らし、看護、医学的管理の下における介護及び機能訓練その他必要な医療等が必要であ

ると認められる者を対象に、介護保健施設サービスを提供するものとする。 

２ 介護老人保健施設は、入所申込者の数が入所定員から入所者の数を差し引いた数を超え

ている場合には、医学的管理の下における介護及び機能訓練の必要性を勘案し、介護保健

施設サービスを受ける必要性が高いと認められる入所申込者を優先的に入所させるよう努

めなければならない。 

３ 介護老人保健施設は、入所申込者の入所に際しては、その者に係る居宅介護支援事業者

に対する照会等により、その者の心身の状況、生活歴、病歴、指定居宅サービス等の利用

状況等の把握に努めなければならない。 

４ 介護老人保健施設は、入所者の心身の状況、病状、その置かれている環境等に照らし、

その者が居宅において日常生活を営むことができるかどうかについて定期的に検討し、そ

の内容等を記録しなければならない。 

５ 前項の検討に当たっては、医師、薬剤師、看護・介護職員、支援相談員、介護支援専門

員等の従業者の間で協議しなければならない。 

６ 介護老人保健施設は、入所者の退所に際しては、その者又はその家族に対し、適切な指

導を行うとともに、居宅サービス計画の作成等の援助に資するため、居宅介護支援事業者
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に対する情報の提供に努めるほか、退所後の主治の医師に対する情報の提供その他保健医

療サービス又は福祉サービスを提供する者との密接な連携に努めなければならない。 

（サービスの提供の記録） 

第十三条 介護老人保健施設は、入所に際しては入所の年月日並びに入所している介護保険

施設の種類及び名称を、退所に際しては退所の年月日を、当該者の被保険者証に記載し

なければならない。 

２ 介護老人保健施設は、介護保健施設サービスを提供した際には、提供した具体的なサー

ビスの内容等を記録しなければならない。 

（利用料等の受領） 

第十四条 介護老人保健施設は、法定代理受領サービスに該当する介護保健施設サービスを

提供した際には、入所者から利用料の一部として、当該介護保健施設サービスについて

規則で定める基準により算定した費用の額（その額が現に当該介護保健施設サービスに

要した費用の額を超えるときは、当該現に介護保健施設サービスに要した費用の額。以

下「施設サービス費用基準額」という。）から当該施設に支払われる施設介護サービス

費の額を控除して得られた額の支払を受けるものとする。 

２ 介護老人保健施設は、法定代理受領サービスに該当しない介護保健施設サービスを提供

した際に入所者から支払を受ける利用料の額と、施設サービス費用基準額との間に、不合

理な差額が生じないようにしなければならない。 

３ 介護老人保健施設は、前各項の支払を受ける額のほか、次の各号に掲げる費用の額の支

払を受けることができる。 

一 食事の提供に要する費用（法第五十一条の三第一項の規定により特定入所者介護サー

ビス費が入所者に支給された場合は、同条第二項第一号に規定する食費の基準費用額

（同条第四項の規定により当該特定入所者介護サービス費が入所者に代わり当該介護老

人保健施設に支払われた場合は、同号に規定する食費の負担限度額）を限度とする。） 

二 居住に要する費用（法第五十一条の三第一項の規定により特定入所者介護サービス費

が入所者に支給された場合は、同条第二項第二号に規定する居住費の基準費用額（同条

第四項の規定により当該特定入所者介護サービス費が入所者に代わり当該介護老人保健

施設に支払われた場合は、同号に規定する居住費の負担限度額）を限度とする。） 

三 規則で定める基準に基づき入所者が選定する特別な療養室の提供を行ったことに伴い

必要となる費用 

四 規則で定める基準に基づき入所者が選定する特別な食事の提供を行ったことに伴い必

要となる費用 

五 理美容代 
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六 前各号に掲げるもののほか、介護保健施設サービスにおいて提供される便宜のうち、

日常生活においても通常必要となるものに係る費用であって、その入所者に負担させる

ことが適当と認められるもの 

４ 前項第一号から第四号までに掲げる費用については、別に規則で定めるところによるも

のとする。 

５ 介護老人保健施設は、第三項各号に掲げる費用の額に係るサービスの提供に当たって

は、あらかじめ、入所者又は家族に対し、当該サービスの内容及び費用を記した文書を交

付して説明を行い、入所者の同意を得なければならない。この場合において、同項第一号

から第四号までに掲げる費用に係る同意については、文書によるものとする。 

（保険給付の請求のための証明書の交付） 

第十五条 介護老人保健施設は、法定代理受領サービスに該当しない介護保健施設サービス

に係る費用の支払を受けた場合は、提供した介護保健施設サービスの内容、費用の額そ

の他必要と認められる事項を記載したサービス提供証明書を入所者に対して交付しなけ

ればならない。 

（介護保健施設サービスの取扱方針） 

第十六条 介護老人保健施設は、施設サービス計画に基づき、入所者の要介護状態の軽減又

は悪化の防止に資するよう、その者の心身の状況等を踏まえて、その者の療養を妥当適

切に行わなければならない。 

２ 介護保健施設サービスは、施設サービス計画に基づき、漫然かつ画一的なものとならな

いよう配慮して行われなければならない。 

３ 介護老人保健施設の従業者は、介護保健施設サービスの提供に当たっては、懇切丁寧を

旨とし、入所者又はその家族に対し、療養上必要な事項について、理解しやすいように指

導又は説明を行わなければならない。 

４ 介護老人保健施設は、介護保健施設サービスの提供に当たっては、当該入所者又は他の

入所者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束その他

入所者の行動を制限する行為（以下「身体的拘束等」という。）を行ってはならない。 

５ 介護老人保健施設は、身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の入所

者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。 

６ 介護老人保健施設は、身体的拘束等の適正化を図るため、次の各号に掲げる措置を講じ

なければならない。 

一 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置その他の情報

通信機器（以下「テレビ電話装置等」という。）を活用して行うものを含む。）を三月
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に一回以上開催するとともに、その結果について、介護職員その他の従業者に周知徹底

を図ること。 

二 身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。 

三 介護職員その他の従業者に対し、身体的拘束等の適正化のための研修を定期的に実施

すること。 

７ 介護老人保健施設は、自らその提供する介護保健施設サービスの質の評価を行い、常に

その改善を図らなければならない。 

（施設サービス計画の作成） 

第十七条 介護老人保健施設の管理者は、介護支援専門員に施設サービス計画の作成に関す

る業務を担当させるものとする。 

２ 施設サービス計画に関する業務を担当する介護支援専門員（以下「計画担当介護支援専

門員」という。）は、施設サービス計画の作成に当たっては、入所者の日常生活全般を支

援する観点から、当該地域の住民による自発的な活動によるサービス等の利用も含めて施

設サービス計画上に位置付けるよう努めなければならない。 

３ 計画担当介護支援専門員は、施設サービス計画の作成に当たっては、適切な方法によ

り、入所者について、その有する能力、その置かれている環境等の評価を通じて入所者が

現に抱える問題点を明らかにし、入所者が自立した日常生活を営むことができるように支

援する上で解決すべき課題を把握しなければならない。 

４ 計画担当介護支援専門員は、前項に規定する解決すべき課題の把握（以下「アセスメン

ト」という。）に当たっては、入所者及びその家族に面接して行わなければならない。こ

の場合において、計画担当介護支援専門員は、面接の趣旨を入所者及びその家族に対して

十分に説明し、理解を得なければならない。 

５ 計画担当介護支援専門員は、入所者の希望、入所者についてのアセスメントの結果及び

医師の治療の方針に基づき、入所者の家族の希望を勘案して、入所者及びその家族の生活

に対する意向、総合的な援助の方針、生活全般の解決すべき課題、介護保健施設サービス

の目標及びその達成時期、介護保健施設サービスの内容、介護保健施設サービスを提供す

る上での留意事項等を記載した施設サービス計画の原案を作成しなければならない。 

６ 計画担当介護支援専門員は、サービス担当者会議の開催、入所者に対する介護保健施設

サービスの提供に当たる他の担当者（以下この条において「担当者」という。）に対する

照会等により、当該施設サービス計画の原案の内容について、担当者から、専門的な見地

からの意見を求めるものとする。 
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７ 計画担当介護支援専門員は、施設サービス計画の原案の内容について入所者又はその家

族に対して説明し、文書により入所者の同意を得なければならない。 

８ 計画担当介護支援専門員は、施設サービス計画を作成した際には、当該施設サービス計

画を入所者に交付しなければならない。 

９ 計画担当介護支援専門員は、施設サービス計画の作成後、施設サービス計画の実施状況

の把握（入所者についての継続的なアセスメントを含む。）を行い、必要に応じて施設サ

ービス計画の変更を行うものとする。 

10 計画担当介護支援専門員は、前項に規定する実施状況の把握（以下「モニタリング」と

いう。）に当たっては、入所者及びその家族並びに担当者との連絡を継続的に行うことと

し、特段の事情のない限り、次の各号に定めるところにより行わなければならない。 

一 定期的に入所者に面接すること。 

二 定期的にモニタリングの結果を記録すること。 

11 計画担当介護支援専門員は、次の各号に掲げる場合においては、サービス担当者会議の

開催、担当者に対する照会等により、施設サービス計画の変更の必要性について、担当者

から、専門的な見地からの意見を求めるものとする。 

一 入所者が法第二十八条第二項に規定する要介護更新認定を受けた場合 

二 入所者が法第二十九条第一項に規定する要介護状態区分の変更の認定を受けた場合 

12 第二項から第八項までの規定は、第九項に規定する施設サービス計画の変更について準

用する。 

（診療の方針） 

第十八条 医師の診療の方針は、次の各号に掲げるところによるものとする。 

一 診療は、一般に医師として必要性があると認められる疾病又は負傷に対して、的確な

診断を基とし、療養上妥当適切に行うこと。 

二 診療に当たっては、常に医学の立場を堅持して、入所者の心身の状況を観察し、要介

護者の心理が健康に及ぼす影響を十分配慮して、心理的な効果をもあげることができる

よう適切な指導を行うこと。 

三 常に入所者の病状、心身の状況及びその置かれている環境等の的確な把握に努め、入

所者又はその家族に対し、適切な指導を行うこと。 

四 検査、投薬、注射、処置等は、入所者の病状に照らして妥当適切に行うこと。 

☆サービス担当者会議の開催について☆ 

 条例上の改正点はないが、第６項『サービス担当者会議』については、テレビ電話

装置等を活用して行うことができるものとする。 
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五 特殊な療法又は新しい療法等については、介護老人保健施設基準第十五条第五号の規

定により厚生労働大臣が定めるもののほか行ってはならないこと。 

六 介護老人保健施設基準第十五条第六号の規定により厚生労働大臣が定める医薬品以外

の医薬品を入所者に施用し、又は処方してはならないこと。 

（必要な医療の提供が困難な場合等の措置等） 

第十九条 介護老人保健施設の医師は、入所者の病状からみて当該介護老人保健施設におい

て自ら必要な医療を提供することが困難であると認めたときは、協力病院その他適当な

病院若しくは診療所への入院のための措置を講じ、又は他の医師の対診を求める等診療

について適切な措置を講じなければならない。 

２ 介護老人保健施設の医師は、不必要に入所者のために往診を求め、又は入所者を病院若

しくは診療所に通院させてはならない。 

３ 介護老人保健施設の医師は、入所者のために往診を求め、又は入所者を病院若しくは診

療所に通院させる場合には、当該病院又は診療所の医師又は歯科医師に対し、当該入所者

の診療状況に関する情報の提供を行わなければならない。 

４ 介護老人保健施設の医師は、入所者が往診を受けた医師若しくは歯科医師又は入所者が

通院した病院若しくは診療所の医師若しくは歯科医師から当該入所者の療養上必要な情報

の提供を受けるものとし、その情報により適切な診療を行わなければならない。 

（機能訓練） 

第二十条 介護老人保健施設は、入所者の心身の諸機能の維持回復を図り、日常生活の自立

を助けるため、理学療法、作業療法その他の必要なリハビリテーションを計画的に行わ

なければならない。 

（栄養管理） 

第二十条の二 介護老人保健施設は、入所者の栄養状態の維持及び改善を図り、入所者が自

立した日常生活を営むことができるよう、各入所者の状態に応じた栄養管理を計画的に

行わなければならない。 

※第二十条の二については、令和６年３月３１日まで努力義務。 

（口腔(くう)衛生の管理） 

第二十条の三 介護老人保健施設は、入所者の口腔(くう)の健康の保持を図り、入所者が自

立した日常生活を営むことができるよう、口腔(くう)衛生の管理体制を整備し、各入所

者の状態に応じた口腔(くう)衛生の管理を計画的に行わなければならない。 

 ※二十条の三については、令和６年３月３１日まで努力義務。 
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（看護及び医学的管理の下における介護） 

第二十一条 看護及び医学的管理の下における介護は、入所者の自立の支援と日常生活の充

実に資するよう、入所者の病状及び心身の状況に応じ、適切な技術をもって行われなけ

ればならない。 

２ 介護老人保健施設は、入所者が身体の清潔を維持し、精神的に快適な生活を営むことが

できるよう、一週間に二回以上、適切な方法により、入所者に入浴の機会を提供しなけれ

ばならない。ただし、やむを得ない場合には、清しきを行うことをもって入浴の機会の提

供に代えることができる。 

３ 介護老人保健施設は、入所者の病状及び心身の状況に応じ、適切な方法により、排せつ

の自立について必要な援助を行わなければならない。この場合において、特に異性（介護

職員及び看護職員を除く。）から見られることがないよう配慮するものとする。 

４ 介護老人保健施設は、おむつを使用せざるを得ない入所者のおむつを適切に取り替えな

ければならない。 

５ 介護老人保健施設は、褥瘡が発生しないよう適切な介護を行うとともに、その発生を予

防するための体制を整備しなければならない。 

６ 介護老人保健施設は、前各項に定めるほか、入所者に対し、離床、着替え、整容その他

日常生活上の世話を適切に行わなければならない。 

７ 介護老人保健施設は、その入所者に対して、入所者の負担により、当該介護老人保健施

設の従業者以外の者による看護及び介護を受けさせてはならない。 

（食事の提供） 

第二十二条 入所者の食事は、栄養並びに入所者の身体の状況、病状及び嗜好を考慮したも

のとするとともに、適切な時間に行われなければならない。 

２ 入所者の食事は、その者の自立の支援に配慮し、できるだけ離床して食堂で行われるよ

う努めなければならない。 

（相談及び援助） 

第二十三条 介護老人保健施設は、常に入所者の心身の状況、病状、その置かれている環境

等の的確な把握に努め、入所者又はその家族に対し、その相談に適切に応じるととも

に、必要な助言その他の援助を行わなければならない。 

（その他のサービスの提供） 

第二十四条 介護老人保健施設は、適宜入所者のためのレクリエーション行事を行うよう努

めるものとする。 

２ 介護老人保健施設は、常に、入所者の家族との連携を図るとともに、入所者とその家族

との交流等の機会を確保するよう努めなければならない。 
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（入所者に関する市町村への通知） 

第二十五条 介護老人保健施設は、介護保健施設サービスを受けている入所者が次の各号の

いずれかに該当する場合は、遅滞なく、意見を付してその旨を市町村に通知しなければ

ならない。 

一 正当な理由なしに介護保健施設サービスの利用に関する指示に従わないことにより、

要介護状態の程度を増進させたと認められるとき。 

二 偽りその他不正の行為によって保険給付を受け、又は受けようとしたとき。 

（管理者による管理） 

第二十六条 介護老人保健施設の管理者は、専ら当該介護老人保健施設の職務に従事する常

勤の者でなければならない。ただし、当該介護老人保健施設の管理上支障のない場合

は、同一敷地内にある他の事業所、施設等の職務に従事することができるものとし、管

理者が本体施設（介護老人保健施設に限る。以下この条において同じ。）に従事する場

合であって、当該本体施設の管理上支障のないときは、サテライト型小規模介護老人保

健施設、サテライト型特定施設又はサテライト型居住施設の職務に従事することができ

る。 

（管理者の責務） 

第二十七条 介護老人保健施設の管理者は、当該介護老人保健施設の従業者の管理、業務の

実施状況の把握その他の管理を一元的に行わなければならない。 

２ 介護老人保健施設の管理者は、従業者にこの章の規定を遵守させるために必要な指揮命

令を行うものとする。 

（計画担当介護支援専門員の責務） 

第二十八条 計画担当介護支援専門員は、第十七条に規定する業務のほか、次の各号に掲げ

る業務を行うものとする。 

一 入所申込者の入所に際し、その者に係る居宅介護支援事業者に対する照会等により、

その者の心身の状況、生活歴、病歴、指定居宅サービス等の利用状況等を把握するこ

と。 

二 入所者の心身の状況、その置かれている環境等に照らし、その者が居宅において日常

生活を営むことができるかどうかについて定期的に検討し、その内容等を記録するこ

と。 

三 入所者の退所に際し、居宅サービス計画の作成等の援助に資するため、居宅介護支援

事業者に対して情報を提供するほか、保健医療サービス又は福祉サービスを提供する者

と密接に連携すること。 

四 第三十八条第二項に規定する苦情の内容等を記録すること。 
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五 第四十条第三項に規定する事故の状況及び事故に際してとった処置について記録する

こと。 

（運営規程） 

第二十九条 介護老人保健施設は、次の各号に掲げる施設の運営についての重要事項に関す

る規程（以下「運営規程」という。）を定めておかなければならない。 

一 施設の目的及び運営の方針 

二 従業者の職種、員数及び職務の内容 

三 入所定員 

四 入所者に対する介護保健施設サービスの内容及び利用料その他の費用の額 

五 施設の利用に当たっての留意事項 

六 非常災害対策 

七 虐待の防止のための措置に関する事項 

八 その他施設の運営に関する重要事項 

※第七号については、令和６年３月３１日まで努力義務。 

（勤務体制の確保等） 

第三十条 介護老人保健施設は、入所者に対し、適切な介護保健施設サービスを提供できる

よう、従業者の勤務の体制を定めておかなければならない。 

２ 介護老人保健施設は、当該施設の従業者によって介護保健施設サービスを提供しなけれ

ばならない。ただし、入所者の処遇に直接影響を及ぼさない業務については、この限りで

ない。 

３ 介護老人保健施設は、従業者の資質の向上のために、その研修の機会を確保しなければ

ならない。その際、当該介護老人保健施設は、全ての従業者（看護師、准看護師、介護福

祉士、介護支援専門員、法第八条第二項に規定する政令で定める者等の資格を有する者そ

の他これに類する者を除く。）に対し、認知症介護に係る基礎的な研修を受講させるため

に必要な措置を講じなければならない。 

４ 介護老人保健施設は、適切な介護保健施設サービスの提供を確保する観点から、職場に

おいて行われる性的な言動又は優越的な関係を背景とした言動であって業務上必要かつ相

当な範囲を超えたものにより従業者の就業環境が害されることを防止するための方針の明

確化等の必要な措置を講じなければならない。 

 ※第３項下線部については、令和６年３月３１日まで努力義務。 

（業務継続計画の策定等） 

第三十条の二 介護老人保健施設は、感染症又は非常災害の発生時において、入所者に対す

る介護保健施設サービスの提供を継続的に実施し、及び非常時の体制で早期の業務再開を
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図るための計画（以下「業務継続計画」という。）を策定し、当該業務継続計画に従い必

要な措置を講じなければならない。 

２ 介護老人保健施設は、従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な

研修及び訓練を定期的に実施しなければならない。 

３ 介護老人保健施設は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計

画の変更を行うものとする。 

※第三十条の二については、令和６年３月３１日まで努力義務。 

（定員の遵守） 

第三十一条 介護老人保健施設は、入所定員及び療養室の定員を超えて入所させてはならな

い。ただし、災害、虐待その他のやむを得ない事情がある場合は、この限りでない。 

（非常災害対策） 

第三十二条 介護老人保健施設は、非常災害に関する具体的計画を立て、非常災害時の関係

機関への通報及び連携の体制を整備し、それらを定期的に従業者に周知するとともに、

定期的に避難、救出その他の必要な訓練を行わなければならない。 

２ 介護老人保健施設は、前項に規定する訓練の実施に当たって、地域住民の参加が得られ

るよう連携に努めなければならない。 

（衛生管理等） 

第三十三条 介護老人保健施設は、入所者の使用する施設、食器その他の設備又は飲用に供

する水について、衛生的な管理に努め、又は衛生上必要な措置を講ずるとともに、医薬

品及び医療機器の管理を適正に行わなければならない。 

２ 介護老人保健施設は、当該介護老人保健施設において感染症又は食中毒が発生し、又は

まん延しないように、次の各号に掲げる措置を講じなければならない。 

一 当該介護老人保健施設における感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための対

策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用して行うものを含む。）をおおむね三月

に一回以上開催するとともに、その結果について、介護職員その他の従業者に周知徹底

を図ること。 

二 当該介護老人保健施設における感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための指

針を整備すること。 

三 当該介護老人保健施設において、介護職員その他の従業者に対し、感染症及び食中毒

の予防及びまん延の防止のための研修並びに感染症の予防及びまん延の防止のための訓

練を定期的に実施すること。 

四 前各号に掲げるもののほか、知事が別に定める感染症又は食中毒の発生が疑われる際

の対処等に関する手順に沿った対応を行うこと。 
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※第２項第３号の感染症の予防及びまん延の防止のための訓練については、令和６年３月

３１日まで努力義務。 

（協力病院） 

第三十四条 介護老人保健施設は、入所者の病状の急変等に備えるため、あらかじめ、協力

病院を定めておかなければならない。 

２ 介護老人保健施設は、あらかじめ、協力歯科医療機関を定めておくよう努めなければな

らない。 

（掲示） 

第三十五条 介護老人保健施設は、当該介護老人保健施設の見やすい場所に、運営規程の概

要、従業者の勤務の体制、協力病院、利用料その他のサービスの選択に資すると認めら

れる重要事項を掲示しなければならない。 

２ 介護老人保健施設は、前項に規定する事項を記載した書面を当該介護老人保健施設に備

え付け、かつ、これをいつでも関係者に自由に閲覧させることにより、同項の規定によ

る掲示に代えることができる。 

（秘密保持等） 

第三十六条 介護老人保健施設の従業者は、正当な理由がなく、その業務上知り得た入所者

又はその家族の秘密を漏らしてはならない。 

２ 介護老人保健施設は、従業者であった者が、正当な理由がなく、その業務上知り得た入

所者又はその家族の秘密を漏らすことがないよう、必要な措置を講じなければならない。 

３ 介護老人保健施設は、居宅介護支援事業者等に対して、入所者に関する情報を提供する

際には、あらかじめ文書により入所者の同意を得ておかなければならない。 

（居宅介護支援事業者に対する利益供与等の禁止） 

第三十七条 介護老人保健施設は、居宅介護支援事業者又はその従業者に対し、要介護被保

険者に当該施設を紹介することの対償として、金品その他の財産上の利益を供与しては

ならない。 

２ 介護老人保健施設は、居宅介護支援事業者又はその従業者から、当該施設からの退所者

を紹介することの対償として、金品その他の財産上の利益を収受してはならない。 

（苦情処理） 

第三十八条 介護老人保健施設は、提供した介護保健施設サービスに関する入所者及びその

家族からの苦情に迅速かつ適切に対応するために、苦情を受け付けるための窓口を設置

する等の必要な措置を講じなければならない。 

２ 介護老人保健施設は、前項の苦情を受け付けた場合には、当該苦情の内容等を記録しな

ければならない。 
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３ 介護老人保健施設は、提供した介護保健施設サービスに関し、法第二十三条の規定によ

る市町村が行う文書その他の物件の提出若しくは提示の求め又は当該市町村の職員からの

質問若しくは照会に応じ、入所者からの苦情に関して市町村が行う調査に協力するととも

に、市町村から指導又は助言を受けた場合は、当該指導又は助言に従って必要な改善を行

わなければならない。 

４ 介護老人保健施設は、市町村からの求めがあった場合には、前項の改善の内容を市町村

に報告しなければならない。 

５ 介護老人保健施設は、提供した介護保健施設サービスに関する入所者からの苦情に関し

て国民健康保険団体連合会が行う法第百七十六条第一項第三号の規定による調査に協力す

るとともに、国民健康保険団体連合会から同号の規定による指導又は助言を受けた場合

は、当該指導又は助言に従って必要な改善を行わなければならない。 

６ 介護老人保健施設は、国民健康保険団体連合会からの求めがあった場合には、前項の改

善の内容を国民健康保険団体連合会に報告しなければならない。 

（地域との連携等） 

第三十九条 介護老人保健施設は、その運営に当たっては、地域住民又はその自発的な活動

等との連携及び協力を行う等の地域との交流に努めなければならない。 

２ 介護老人保健施設は、その運営に当たっては、提供した介護保健施設サービスに関する

入所者からの苦情に関して、市町村等が派遣する者が相談及び援助を行う事業その他の市

町村が実施する事業に協力するよう努めなければならない。 

（事故発生の防止及び発生時の対応） 

第四十条 介護老人保健施設は、事故の発生又はその再発を防止するため、次の各号に掲げ

る措置を講じなければならない。 

一 事故が発生した場合の対応、次号に規定する報告の方法等が記載された事故発生の防

止のための指針を整備すること。 

二 事故が発生した場合又はそれに至る危険性がある事態が生じた場合に、当該事実が報

告され、その分析を通じた改善策を従業者に周知徹底する体制を整備すること。 

三 事故発生の防止のための委員会（テレビ電話装置等を活用して行うものを含む。）及

び従業者に対する研修を定期的に行うこと。 

四 前各号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置くこと。 

２ 介護老人保健施設は、入所者に対する介護保健施設サービスの提供により事故が発生し

た場合は、速やかに市町村、入所者の家族等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じな

ければならない。 
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３ 介護老人保健施設は、前項の事故の状況及び事故に際してとった処置について記録しな

ければならない。 

４ 介護老人保健施設は、入所者に対する介護保健施設サービスの提供により賠償すべき事

故が発生した場合は、損害賠償を速やかに行わなければならない。 

（虐待の防止） 

第四十条の二 介護老人保健施設は、虐待の発生又はその再発を防止するため、次の各号に

掲げる措置を講じなければならない。 

一 当該介護老人保健施設における虐待の防止のための対策を検討する委員会（テレビ電

話装置等を活用して行うものを含む。）を定期的に開催するとともに、その結果につい

て、介護職員その他の従業者に周知徹底を図ること。 

二 当該介護老人保健施設における虐待の防止のための指針を整備すること。 

三 当該介護老人保健施設において、介護職員その他の従業者に対し、虐待の防止のため

の研修を定期的に実施すること。 

四 前各号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置くこと。 

※第四十条の二については、令和６年３月３１日まで努力義務。 

（会計の区分） 

第四十一条 介護老人保健施設は、介護保健施設サービスの事業の会計とその他の事業の会

計とを区分しなければならない。 

（記録の整備） 

第四十二条 介護老人保健施設は、従業者、施設及び構造設備並びに会計に関する諸記録を

整備しておかなければならない。 

２ 介護老人保健施設は、入所者に対する介護保健施設サービスの提供に関する次の各号に

掲げる記録を整備し、その完結の日から二年間保存しなければならない。 

一 施設サービス計画 

二 第十二条第四項に規定する居宅において日常生活を営むことができるかどうかについ

ての検討の内容等の記録 

三 第十三条第二項に規定する提供した具体的なサービスの内容等の記録 

四 第十六条第五項に規定する身体的拘束等の態様及び時間、その際の入所者の心身の状

況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

五 第二十五条に規定する市町村への通知に係る記録 

六 第三十八条第二項に規定する苦情の内容等の記録 

七 第四十条第三項に規定する事故の状況及び事故に際してとった処置についての記録 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

<ユニット型> （ユニット型のみの運営規定） 
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（基本方針） 

第四十四条 ユニット型介護老人保健施設は、入居者一人一人の意思及び人格を尊重し、施

設サービス計画に基づき、その居宅における生活への復帰を念頭に置いて、入居前の居宅

における生活と入居後の生活とが連続したものとなるよう配慮しながら、看護、医学的管

理の下における介護及び機能訓練その他必要な医療並びに日常生活上の世話を行うことに

より、それぞれのユニット（少数の療養室及び当該療養室に近接して設けられる共同生活

室により一体的に構成される場所をいう。以下同じ。）において入居者が相互に社会的関

係を築き、自律的な日常生活を営むことを支援しなければならない。 

２ ユニット型介護老人保健施設は、地域や家庭との結び付きを重視した運営を行い、市町

村、居宅介護支援事業者、居宅サービス事業者、他の介護保険施設その他の保健医療サー

ビス又は福祉サービスを提供する者との密接な連携に努めなければならない。 

３ ユニット型介護老人保健施設は、入居者の人権の擁護、虐待の防止等のため、必要な体

制の整備を行うとともに、その従業者に対し、研修を実施する等の措置を講じなければな

らない。 

４ ユニット型介護老人保健施設は、介護保健施設サービスを提供するに当たっては、法第

百十八条の二第一項に規定する介護保険等関連情報その他必要な情報を活用し、適切かつ

有効に行うよう努めなければならない。 

※第３項については、令和６年３月３１日まで努力義務。 

（利用料等の受領） 

第四十六条 ユニット型介護老人保健施設は、法定代理受領サービスに該当する介護保健施

設サービスを提供した際には、入居者から利用料の一部として、施設サービス費用基準

額から当該ユニット型介護老人保健施設に支払われる施設介護サービス費の額を控除し

て得た額の支払を受けるものとする。 

２ ユニット型介護老人保健施設は、法定代理受領サービスに該当しない介護保健施設サー

ビスを提供した際に入居者から支払を受ける利用料の額と、施設サービス費用基準額との

間に、不合理な差額が生じないようにしなければならない。 

３ ユニット型介護老人保健施設は、前各項の支払を受ける額のほか、次の各号に掲げる費

用の額の支払を受けることができる。 

一 食事の提供に要する費用（法第五十一条の三第一項の規定により特定入所者介護サー

ビス費が入居者に支給された場合は、同条第二項第一号に規定する食費の基準費用額

（同条第四項の規定により当該特定入所者介護サービス費が入居者に代わり当該ユニッ

ト型介護老人保健施設に支払われた場合は、同号に規定する食費の負担限度額）を限度

とする。） 
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二 居住に要する費用（法第五十一条の三第一項の規定により特定入所者介護サービス費

が入居者に支給された場合は、同条第二項第二号に規定する居住費の基準費用額（同条

第四項の規定により当該特定入所者介護サービス費が入居者に代わり当該ユニット型介

護老人保健施設に支払われた場合は、同号に規定する居住費の負担限度額）を限度とす

る。） 

三 規則で定める基準に基づき入居者が選定する特別な療養室の提供を行ったことに伴い

必要となる費用 

四 規則で定める基準に基づき入居者が選定する特別な食事の提供を行ったことに伴い必

要となる費用 

五 理美容代 

六 前各号に掲げるもののほか、介護保健施設サービスにおいて提供される便宜のうち、

日常生活においても通常必要となるものに係る費用であって、その入居者に負担させる

ことが適当と認められるもの 

４ 前項第一号から第四号までに掲げる費用については、別に規則で定めるところによるも

のとする。 

５ ユニット型介護老人保健施設は、第三項各号に掲げる費用の額に係るサービスの提供に

当たっては、あらかじめ、入居者又はその家族に対し、当該サービスの内容及び費用を記

した文書を交付して説明を行い、入居者の同意を得なければならない。この場合におい

て、同項第一号から第四号までに掲げる費用に係る同意については、文書によるものとす

る。 

（介護保健施設サービスの取扱方針） 

第四十七条 介護保健施設サービスは、入居者が、その有する能力に応じて、自らの生活様

式及び生活習慣に沿って自律的な日常生活を営むことができるようにするため、施設サ

ービス計画に基づき、入居者の日常生活上の活動について必要な援助を行うことによ

り、入居者の日常生活を支援するものとして行われなければならない。 

２ 介護保健施設サービスは、それぞれのユニットにおいて入居者がそれぞれの役割を持っ

て生活を営むことができるよう配慮して行われなければならない。 

３ 介護保健施設サービスは、入居者のプライバシーの確保に配慮して行われなければなら

ない。 

４ 介護保健施設サービスは、入居者の自立した生活を支援することを基本として、入居者

の要介護状態の軽減又は悪化の防止に資するよう、その者の心身の状況等を常に把握しな

がら、適切に行われなければならない。 
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５ ユニット型介護老人保健施設の従業者は、介護保健施設サービスの提供に当たっては、

入居者又はその家族に対し、サービスの提供方法等について、理解しやすいように説明を

行わなければならない。 

６ ユニット型介護老人保健施設は、介護保健施設サービスの提供に当たっては、当該入居

者又は他の入居者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的

拘束等を行ってはならない。 

７ ユニット型介護老人保健施設は、身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、そ

の際の入居者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。 

８ ユニット型介護老人保健施設は、身体的拘束等の適正化を図るため、次の各号に掲げる

措置を講じなければならない。 

一 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用して

行うものを含む。）を三月に一回以上開催するとともに、その結果について、介護職員

その他の従業者に周知徹底を図ること。 

二 身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。 

三 介護職員その他の従業者に対し、身体的拘束等の適正化のための研修を定期的に実施

すること。 

９ ユニット型介護老人保健施設は、自らその提供する介護保健施設サービスの質の評価を

行い、常にその改善を図らなければならない。 

（看護及び医学的管理の下における介護） 

第四十八条 看護及び医学的管理の下における介護は、それぞれのユニットにおいて入居者

が相互に社会的関係を築き、自律的な日常生活を営むことを支援するよう、入居者の病

状及び心身の状況等に応じ、適切な技術をもって行われなければならない。 

２ ユニット型介護老人保健施設は、入居者の日常生活における家事を、入居者が、その病

状及び心身の状況等に応じて、それぞれの役割を持って行うよう適切に支援しなければな

らない。 

３ ユニット型介護老人保健施設は、入居者が身体の清潔を維持し、精神的に快適な生活を

営むことができるよう、一週間に二回以上、適切な方法により、入居者に入浴の機会を提

供しなければならない。ただし、やむを得ない場合には、清しきを行うことをもって入浴

の機会の提供に代えることができる。 

４ ユニット型介護老人保健施設は、入居者の病状及び心身の状況に応じて、適切な方法に

より、排せつの自立について必要な支援を行わなければならない。この場合において、特

に異性（介護職員及び看護職員を除く。）から見られることがないよう配慮するものとす

る。 
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５ ユニット型介護老人保健施設は、おむつを使用せざるを得ない入居者については、排せ

つの自立を図りつつ、そのおむつを適切に取り替えなければならない。 

６ ユニット型介護老人保健施設は、褥瘡が発生しないよう適切な介護を行うとともに、そ

の発生を予防するための体制を整備しなければならない。 

７ ユニット型介護老人保健施設は、前各項に規定するもののほか、入居者が行う離床、着

替え、整容等の日常生活上の行為を適切に支援しなければならない。 

８ ユニット型介護老人保健施設は、入居者に対し、その負担により、当該ユニット型介護

老人保健施設の従業者以外の者による看護及び介護を受けさせてはならない。 

（食事） 

第四十九条 ユニット型介護老人保健施設は、栄養並びに入居者の心身の状況及び嗜好を考

慮した食事を提供しなければならない。 

２ ユニット型介護老人保健施設は、入居者の心身の状況に応じて、適切な方法により、食

事の自立について必要な支援を行わなければならない。 

３ ユニット型介護老人保健施設は、入居者の生活習慣を尊重した適切な時間に食事を提供

するとともに、入居者がその心身の状況に応じてできる限り自立して食事をとることがで

きるよう必要な時間を確保しなければならない。 

４ ユニット型介護老人保健施設は、入居者が相互に社会的関係を築くことができるよう、

その意思を尊重しつつ、入居者が共同生活室で食事をとることを支援しなければならな

い。 

（その他のサービスの提供） 

第五十条 ユニット型介護老人保健施設は、入居者の嗜好に応じた趣味、教養又は娯楽に係

る活動の機会を提供するとともに、入居者が自律的に行うこれらの活動を支援しなけれ

ばならない。 

２ ユニット型介護老人保健施設は、常に入居者の家族との連携を図るとともに、入居者と

その家族との交流等の機会を確保するよう努めなければならない。 

（運営規程） 

第五十一条 ユニット型介護老人保健施設は、次の各号に掲げる施設の運営についての重要

事項に関する規程を定めておかなければならない。 

一 施設の目的及び運営の方針 

二 従業者の職種、員数及び職務の内容 

三 入居定員 

四 ユニットの数及びユニットごとの入居定員 

五 入居者に対する介護保健施設サービスの内容及び利用料その他の費用の額 
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六 施設の利用に当たっての留意事項 

七 非常災害対策 

八 虐待の防止のための措置に関する事項 

九 その他施設の運営に関する重要事項 

※第八号については、令和６年３月３１日まで努力義務。 

（勤務体制の確保等） 

第五十二条 ユニット型介護老人保健施設は、入居者に対し、適切な介護保健施設サービス

を提供することができるよう、従業者の勤務の体制を定めておかなければならない。 

２ 前項の従業者の勤務の体制を定めるに当たっては、入居者が安心して日常生活を送るこ

とができるよう、継続性を重視したサービスの提供に配慮する観点から、次の各号に掲げ

る職員配置を行わなければならない。 

一 昼間については、ユニットごとに常時一人以上の介護職員又は看護職員を配置するこ

と。 

二 夜間及び深夜については、二ユニットごとに一人以上の介護職員又は看護職員を夜間

及び深夜の勤務に従事する職員として配置すること。 

三 ユニットごとに、常勤のユニットリーダーを配置すること。 

３ ユニット型介護老人保健施設は、当該ユニット型介護老人保健施設の従業者によって介

護保健施設サービスを提供しなければならない。ただし、入居者に対する介護保健施設サ

ービスの提供に直接影響を及ぼさない業務については、この限りでない。 

４ ユニット型介護老人保健施設は、従業者に対し、その資質の向上のための研修の機会を

確保しなければならない。その際、当該ユニット型介護老人保健施設は、全ての従業者

（看護師、准看護師、介護福祉士、介護支援専門員、法第八条第二項に規定する政令で定

める者等の資格を有する者その他これに類する者を除く。）に対し、認知症介護に係る基

礎的な研修を受講させるために必要な措置を講じなければならない。 

５ ユニット型介護老人保健施設は、適切な介護保健施設サービスの提供を確保する観点か

ら、職場において行われる性的な言動又は優越的な関係を背景とした言動であって業務上

必要かつ相当な範囲を超えたものにより従業者の就業環境が害されることを防止するため

の方針の明確化等の必要な措置を講じなければならない。 

※第４項下線部については、令和６年３月３１日まで努力義務。 

（定員の遵守） 

第五十三条 ユニット型介護老人保健施設は、ユニットごとの入居定員及び療養室の定員を

超えて入居させてはならない。ただし、災害、虐待その他のやむを得ない事情がある場

合は、この限りでない。 
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第六章 雑則 

（電磁的記録等） 

第五十五条 介護老人保健施設及びその従業者は、作成、保存その他これらに類するものの

うち、この条例の規定において書面で行うことが規定されており、又は想定されるもの

（第十条第一項（前条において準用する場合を含む。）及び第十三条第一項（前条にお

いて準用する場合を含む。）並びに次項に規定するものを除く。）については、書面に

代えて、当該書面に係る電磁的記録により行うことができる。 

２ 介護老人保健施設及びその従業者は、交付、説明、同意、承諾その他これらに類するも

の（以下「交付等」という。）のうち、この条例の規定において書面で行うことが規定

されており、又は想定されるものについては、当該交付等の相手方の承諾を得て、書面

に代えて、電磁的方法によることができる。 

 

４ 介護報酬の算定について（抜粋） 

（１）夜勤について ９７／１００ 

厚生労働大臣が定める夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準（平成１２年厚生省告示第２

９号６）を満たさない場合 

 

（２）定員超過利用減算 ７０／１００ 

  入所者の数が厚生労働大臣が定める利用者等の数の基準及び看護職員等の員数の基準並びに

通所介護費等の算定方法（平成１２年厚生省告示第２７号１２）に該当する場合 

 

＜平成１２年厚生省告示第２７号１２＞ 

  入所者定数超過の場合 

 

（３）人員基準欠如減算 ７０／１００ 

  医師、看護職員、介護職員、理学療法士、作業療法士若しくは介護支援専門員の員数が厚生

労働大臣が定める利用者等の数の基準及び看護職員等の員数の基準並びに通所介護費等の算定

方法（平成１２年厚生省告示第２７号１２）に該当する場合 

 

＜平成１２年厚生省告示第２７号１２＞ 

  入所者定数超過又は職員数が基準を満たさない場合 

 

（４）ユニット型小規模介護保健施設における介護老人保健施設サービスについて９７／１００ 

＜平成２７年厚生労働省告示第９６号５７（第１１号準用）＞ 

 イ 日中については、ユニットごとに常時１人以上の介護職員又は看護職員を配置すること。 

 ロ ユニットごとに、常勤のユニットリーダーを配置すること。 

 

＜平成１２年老企第４４号 第５の１０の（２）＞ 

 ユニット型指定介護老人保健施設において配置を義務付けることとしたユニットごとの常勤の

ユニットリーダーについては、当面は、ユニットケアリーダー研修を受講した従業者（「研修受

講者｝という。）を各施設に２名以上配置する（ただし、２ユニット以下の施設の場合には、１

名でよいこととする。）ほか、研修受講者が配置されているユニット以外のユニットでは、ユニ

ットにおける責任を持つ（研修受講者でなくても構わない。）従業者を決めてもらうことで足り

るものとする。 

この場合、研修受講者は、研修で得た知識等をリーダー研修を受講していないユニットの責任
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者に伝達するなど、当該施設におけるユニットケアの質の向上の中核となることが求められる。 

また、ユニットリーダーについて必要とされる研修受講者の数には、当面は、ユニットリーダ

ー以外の研修受講者であって、研修を受講していないユニットリーダーに対して研修で得た知識

等を伝達するとともに、ユニットケアに関して指導及び助言を行うことができる者を含めて差し

支えない。 

ユニット型指定介護老人保健施設（「ユニット型施設｝という。）とユニット型の指定短期入所

生活介護事業所（「ユニット型事業所｝という。）が併設されている場合には、研修受講者をそれ

ぞれに２名以上配置する必要はなく、ユニット型施設及び併設するユニット型事業所を一体のも

のとみなして、合計２名以上の研修受講者が配置されていればよいこととする。（ただし、ユニ

ット型施設及び併設するユニット型事業所のユニット数の合計が２ユニット以下のときには、１

名でよいこととする。） 

 

（５）身体拘束廃止未実施減算 ９０／１００ 

別に厚生労働大臣が定める基準を満たさない場合 

 

＜平成２７年厚生労働省告示第９５号８９＞ 

 指定基準第 13 条第 5項及び第 6項並びに第 43条第 7項及び第 8項に規定する基準 

介護老人保健施設は、身体的拘束等の適正化を図るため、次に掲げる措置を講じなければなら

ない。 

一 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置その他情報通信機器

（以下「テレビ電話装置等」という。）を活用して行うことができるものとする。）を３月に１

回以上開催するとともに、その結果について、介護職員その他の従業者に周知徹底を図ること。 

二 身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。 

三 介護職員その他の従業者に対し、身体的拘束等の適正化のための研修を定期的に実施するこ

と。 

 

（６）【新】安全管理体制未実施減算 １日につき５単位 

  別の厚生労働大臣が定める基準を満たさない場合 

 

＜平成２７年厚生労働省告示第９５号８９の２＞ 

 指定基準第 36 条第 1項に規定する基準 

 介護老人保健施設は、事故の発生又はその再発を防止するため、次の各号に定める措置を講じ

なければならない。 

一 事故が発生した場合の対応、次の各号に規定する報告の方法等が記載されて事故発生の防止

のための指針を整備すること。 

二 事故が発生した場合又はそれに至る危険性がある事態が生じた場合に、当該事実が報告され、

その分析を通じた改善策を従業者に周知徹底する体制を整備すること。 

三 事故発生の防止のための委員会（テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。）

及び従業者に対する研修を定期的に行うこと。 

四 前３号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置くこと。 

※ 担当者の配置は、令和 3年 9月 30 日まで努力義務（令和 3年 10月 1日より義務化）。 

※ 令和 3 年省令 9 号附則第 10 条 この省令の施行日（令和 3 年 4 月 1 日）から起算して６月

を経過する日までの間、新介護老人保健施設基準第３６条第１項の規定の適用については、こ

れらの規定中「次の各号に定める措置を講じなければ」とあるのは「次の第一号から第三号ま

でに定める措置を講じるとともに、次の第四号に定める措置を措置を講じるよう努めなければ」

とする。【新】 

 

（７）【新】栄養管理に係る減算 １日につき１４単位 

別の厚生労働大臣が定める基準を満たさない場合 

 

＜平成２７年厚生労働省告示第９５号８９の３＞ 
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 指定基準第２条に定める栄養士又は管理栄養士の員数を置いていること及び指定基準１７条の

２（介護老人保健施設基準第５０条において準用する場合を含む。）に規定する基準のいずれにも

適合していること。 

 

（８）夜勤職員配置加算 １日につき２４単位 

厚生労働大臣が定める夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準（平成１２年厚生省告示第２

９号６）を満たすものとして都道府県知事に届け出た介護老人保健施設 

 

＜平成１２年厚生省告示第２９号６ハ（第二号イ(3)準用）＞ 

 夜勤を行う看護職員又は介護職員の数が次の基準に適合していること。 

 (一) 利用者等の数が４１以上の介護老人保健施設にあっては、利用者等の数が２０又はその

端数を増すごとに１以上であり、かつ、２を超えていること。 

 (二) 利用者等の数が４０以下の介護老人保健施設にあっては、利用者等の数が２０又はその

端数を増すごとに１以上であり、かつ、１を超えていること。 

 

（９）短期集中リハビリテーション実施加算 １日につき２４０単位 

入所者に対して、医師又は医師の指示を受けた理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が、

その入所の日から起算して３月以内の期間に集中的にリハビリテーションを行った場合 

 

（10）認知症短期集中リハビリテーション実施加算 1 週に 3回を限度として 1日につき 240 単位 

認知症であると医師が判断した者であって、リハビリテーションによって生活機能の改善が

見込まれると判断されたものに対して、厚生労働大臣が定める施設基準（平成２７年厚生労働

省告示第９６号５８）に適合する介護老人保健施設が、医師又は医師の指示を受けた理学療法

士、作業療法士又は言語聴覚士が集中的なリハビリテーションを個別に行った場合 

 

＜平成２７年厚生労働省告示第９６号５８＞ 

 イ リハビリテーションを担当する理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が適切に配置され

ていること。 

 ロ リハビリテーションを行うに当たり、入所者数が、理学療法士、作業療法士又は言語聴覚

士の数に対して適切なものであること。 

 

（11）認知症ケア加算 １日につき７６単位 

  厚生労働大臣が定める施設基準（平成２７年厚生労働省告示第９６号５９）に適合している

ものとして都道府県知事に届け出た介護老人保健施設において、日常生活に支障をきたすよう

な症状又は行動が認められることから介護を必要とする認知症の入所者に対して介護保健施設

サービスを行った場合 

 

＜平成２７年厚生労働省告示第９６号５９（第１７号準用）＞ 

  イ 日常生活に支障を来すおそれのある症状又は行動が認められることから介護を必要とす

る認知症の利用者と他の利用者とを区別していること。 

  ロ 他の利用者と区別して日常生活に支障を来すおそれのある症状又は行動が認められるこ

とから介護を必要とする認知症の利用者に対する介護保健施設サービスを行うのに適当な

次に掲げる基準に適合する施設及び設備を有していること。 

   (1) 専ら日常生活に支障を来すおそれのある症状又は行動が認められることから介護を

必要とする認知症の利用者を入所させるための施設であって、原則として、同一の建物

又は階において、他の介護老人保健施設の入所者を入所させ、又は指定短期入所療養介

護の利用者に利用させるものでないもの 

   (2) (1)の施設の入所定員は、４０人を標準とすること。 

   (3) (1)の施設に入所定員の一割以上の数の個室を設けていること。 

   (4) (1)の施設に療養室以外の生活の場として入所定員一人当たりの面積が２平方メート

ル以上のデイルームを設けていること。 
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   (5) (1)の施設に日常生活に支障を来すおそれのある症状又は行動が認められることから

介護を必要とする認知症の利用者の家族に対する介護方法に関する知識及び技術の提供

のために必要な施設であって、３０平方メートル以上の面積を有するものを設けている

こと。 

  ハ 介護保健施設サービスの単位ごとの利用者の数について、１０人を標準とすること。 

  ニ 介護保健施設サービスの単位ごとに固定した介護職員又は看護職員を配置すること。 

  ホ ユニット型介護老人保健施設でないこと。 

 

（12）若年性認知症入所者受入加算 １日につき１２０単位 

  厚生労働大臣が定める基準（平成２７年厚生労働省告示第９５号６４（第１８号準用））に適

合しているものとして都道府県知事に届け出た指定介護老人保健施設において、若年性認知症

入所者に対して介護保健施設サービスを行った場合 

 ただし、認知症行動・心理症状緊急対応加算を算定している場合は算定しない。 

 

＜平成２７年厚生労働省告示第９５号６４＞ 

 受け入れた若年性認知症利用者（介護保険法施行令第２条第６号に規定する初老期における

認知症によって要介護者又は要支援者になった者をいう。）ごとに個別の担当者を定めているこ

と。 

 

（13）外泊加算 １日につき８００単位 

入所者であって、退所が見込まれる者をその居宅において試行的に退所させ、介護老人保健

施設が居宅サービスを提供する場合は、１月に６日を限度として所定単位数に代えて１日につ

き 800 単位を算定する。ただし、試行的な退所に係る初日及び最終日は算定せず、(12)に掲げ

る単位数を算定する場合は算定しない。 

 

（14）外泊時費用 （１月に６日を限度）所定単位に代えて１日につき３６２単位 

  入所者に対して居宅における外泊を認めた場合 

  ただし、外泊の初日及び最終日は、算定できない。 

 

（15）ターミナルケア加算（介護保健施設サービス費（Ⅰ）、介護保健施設サービス費（Ⅳ）、ユ

ニット型介護保健施設サービス費（Ⅰ）、ユニット型介護保健施設サービス費（Ⅳ）の場合） 

死亡日以前 31 日以上 45 日以下につき８０単位、死亡日以前 4日以上 30 日以下については、

１日につき１６０単位、死亡日の前日及び前々日については１日につき８２０単位、死亡日

については１日につき１，６５０単位 

ターミナルケア加算（介護保健施設サービス費（Ⅱ）、介護保健施設サービス費（Ⅲ）、ユ

ニット型介護保健施設サービス費（Ⅱ）及びユニット型介護保健施設サービス費（Ⅲ）の場

合）死亡日以前 31 日以上 45 日以下につき８０単位、死亡日以前 4 日以上 30 日以下につい

ては、１日につき１６０単位、死亡日の前日及び前々日については１日につき８５０単位、

死亡日については１日につき１，７００単位 

  厚生労働大臣が定める基準（平成２７年厚生労働省告示９４号６５）に適合する入所者につ

いて、死亡月に加算  

  退所した日の翌日から死亡日までの間は、算定しない。  

 

＜平成２７年厚生労働省告示９４号６５＞ 

 次のイからハまでのいずれにも適合している入所者 

 イ 医師が一般に認められている医学的知見に基づき回復の見込みがないと診断した者である

こと。 

 ロ 入所者又はその家族等の同意を得て、当該入所者のターミナルケアに係る計画が作成され

ていること。 

 ハ 医師、看護師、介護職員等が共同して、入所者の状態又は家族の求め等に応じ随時、本人

又はその家族への説明を行い、同意を得て、ターミナルケアが行われていること。 
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＜平成１２年３月８日老企第 40 号 ６(17)＞ 

 イ ターミナルケア加算は、医師が一般的に求められている医学的知見に基づき回復の見込み

がないと診断した入所者について、本人及び家族とともに、医師、看護職員、介護職員、支

援相談員、管理栄養士等が共同して、随時本人又はその家族に対して十分な説明を行い、合

意をしながら、その人らしさを尊重した看取りができるよう支援することを主眼として設け

たものである。 

 ロ ターミナルケア加算は、利用者等告示第６５号に定める基準に適合するターミナルケアを

受けた入所者が死亡した場合に、死亡日を含めて 45 日を条件として、介護老人保健施設にお

いて行ったターミナルケアを評価するものである。 

   死亡前に他の医療機関等に移った場合又は自宅等に戻った場合には、当該施設においてタ

ーミナルケアを直接行っていない退所した日の翌日から死亡日までの間は、算定することが

できない。（したがって、退所した日の翌日から死亡日までの期間が 45 日以上あった場合に

は、ターミナルケア加算を算定することができない。） 

   なお、ターミナルケアに係る計画の作成及びターミナルケアにあたっては、厚生労働省「人

生の最終段階における医療・ケアの決定プロセスに関するガイドライン」等を参考にしつつ、

本人の意思を尊重した医療・ケアの方針が実施できるよう、多職種が連携し、本人及びその

家族と必要な情報の共有等に努めること。 

ハ 介護老人保健施設を退所した月と死亡した月が異なる場合でも算定可能であるが、ターミ

ナルケア加算は死亡月にまとめて算定することから、入所者側にとっては、当該施設に入所

していない月についても自己負担を請求されることになるため、入所者が退所する際、退所

の翌月に亡くなった場合に、前月分のターミナルケア加算に係る一部負担の請求を行う場合

があることを説明し、文書にて同意を得ておくことが必要である。 

 ニ 介護老人保健施設は、施設退所の後も、継続して入所者の家族指導等を行うことが必要で

あり、入所者の家族等との継続的な関わりの中で、入所者の死亡を確認することが可能であ

る。 

 ホ 外泊又は退所の当日についてターミナルケア加算を算定できるかどうかは、当該日に所定

単位数を算定するかどうかによる。したがって、入所者が外泊した場合（外泊加算を算定し

た場合を除く。）には、当該額は外泊期間が死亡日以前 45 日の範囲内であれば、当該外泊期

間を除いた期間について、ターミナルケア加算の算定が可能である。 

 ヘ 本人又はその家族に対する随時の説明に係る同意については、口頭で同意を得た場合は、

その説明日時、内容等を記録するとともに、同意を得た旨を記載しておくことが必要である。   

また、本人が十分に判断をできる状態になく、かつ、家族に連絡しても来てもらえないよ

うな場合も、医師、看護職員、支援相談員、管理栄養士等が入所者の状態等に応じて随時、

入所者に対するターミナルケアについて相談し、共同してターミナルケアを行っていると認

められる場合には、ターミナルケア加算の算定は可能である。 

この場合には、適切なターミナルケアが行われていることが担保されるよう、職員間の相

談日時、内容等を記録するとともに、本人の状態や、家族と連絡を取ったにもかかわらず来

てもらえなかった旨を記載しておくことが必要である。 

なお、家族が入所者の看取りについてともに考えることは極めて重要であり、施設として

は、一度連絡を取って来てくれなかったとしても、定期的に連絡を取り続け、可能な限り家

族の意思を確認しながらターミナルケアを進めていくことが重要である。 

 ト ターミナルケア加算を算定するに当たっては、本人又はその家族が個室でのターミナルケ

アを希望する場合には、当該施設は、その意向に沿えるよう考慮すべきであること。なお、

個室に移行した場合の入所者については、従来型個室に入所していた者の取扱いついて規定

する措置の対象とする。 

 

（16）特別療養費 厚生労働大臣が定める単位数 

  介護保健施設サービス費（Ⅱ）、介護保健施設サービス費（Ⅲ）、ユニット型介護保健施設サ

ービス費（Ⅱ）及びユニット型介護保健施設サービス費（Ⅲ）について、入所者に対して、指導

管理等のうち日常的に必要な医療行為として厚生労働大臣が定めるもの（平成２０年厚生労働
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省告示第２７３号）を行った場合 

 

厚生労働大臣が定める単位数（平成２０年厚生労働省告示第２７３号） 

 

（17）療養体制維持特別加算（Ⅰ）については１日につき２７単位、（Ⅱ）については 1日につき

５７単位 

 イ 介護老人保健施設における療養体制維持特別加算(Ⅰ)に係る施設基準 

(1)  当該指定短期入所療養介護を行う介護老人保健施設が次のいずれかに該当すること。 

(一) 転換を行う直前において、療養型介護療養施設サービス費(Ⅰ)、療養型経過型介護療

養施設サービス費、ユニット型療養型介護療養施設サービス費、ユニット型療養型経過

型介護療養施設サービス費、認知症疾患型介護療養施設サービス費(Ⅱ)又はユニット型

認知症疾患型介護療養施設サービス費(Ⅱ)を算定する指定介護療養型医療施設(健康保

険法等の一部を改正する法律附則第百三十条の二第一項の規定によりなおその効力を有

するものとされた同法第二十六条による改正前の法第四十八条第一項第三号に規定する

指定介護療養型医療施設をいう。以下同じ。)を有する病院であった介護老人保健施設で

あること。 

(二) 転換を行う直前において、療養病床を有する病院(診療報酬の算定方法(平成二十年厚

生労働省告示第五十九号)の別表第一医科診療報酬点数表に規定する療養病棟入院基本料1

の施設基準に適合しているものとして当該病院が地方厚生局長等に届け出た病棟、基本診

療料の施設基準等の一部を改正する件(平成二十二年厚生労働省告示第七十二号)による改

正前の基本診療料の施設基準等(平成二十年厚生労働省告示第六十二号。以下この号及び第

六十一号において「新基本診療料の施設基準等」という。)第五の三(2)イ②に規定する二

十対一配置病棟又は新基本診療料の施設基準等による廃止前の基本診療料の施設基準等

(平成十八年厚生労働省告示第九十三号)第五の三(2)ロ①2に規定する二十対一配置病棟を

有するものに限る。)であった介護老人保健施設であること。 

(2)  当該介護老人保健施設における看護職員又は介護職員の数のうち、介護職員の数が、常勤

換算方法で、指定短期入所療養介護の利用者の数及び当該介護老人保健施設の入所者の数の

合計数が四又はその端数を増すごとに一以上であること。 

(3)  定員超過利用・人員基準欠如に該当していないこと。 

ロ 介護老人保健施設における療養体制維持特別加算(Ⅱ)に係る施設基準 

当該指定短期入所療養介護を行う介護老人保健施設が次のいずれにも該当すること。 

(1)  算定日が属する月の前３月間における入所者等のうち、喀痰かくたん吸引又は経管栄養が

実施された者の占める割合が１００の２０以上であること。 

(2)  算定日が属する月の前３月間における入所者等のうち、著しい精神症状、周辺症状又は重

篤な身体疾患又は日常生活に支障を来すような症状・行動や意志疎通の困難さが頻繁に見ら

れ、専門医療を必要とする認知症高齢者の占める割合が１００の５０以上であること。 

 

（18）在宅復帰・在宅療養支援加算 （Ⅰ）については１日につき３４単位、（Ⅱ）については 

1 日につき４６単位 

イ 在宅復帰・在宅療養支援機能加算(Ⅰ)の基準 

(1)  次に掲げる算式により算定した数が４０以上であること。（施設基準第５５号イ(1）(七)) 

A＋B＋C＋D＋E＋F＋G＋H＋I＋J 

A 算定日が属する月の前六月間において、退所者のうち、居宅において介護を受けることとな

ったもの(当該施設における入所期間が一月間を超えていた退所者に限る。)の占める割合が

１００分の５０を超える場合は２０、１００分の５０以下であり、かつ、１００分の３０を

超える場合は１０、１００分の３０以下である場合は０となる数 

B ３０．４を当該施設の平均在所日数で除して得た数が１００分の１０以上である場合は２０、

１００分の１０未満であり、かつ、１００分の５以上である場合は１０、１００分の５未満

である場合は０となる数 

C 入所者のうち、入所期間が１月を超えると見込まれる者の入所予定日前３０日以内又は入所

後７日以内に当該者が退所後生活することが見込まれる居宅を訪問し、退所を目的とした施
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設サービス計画の策定及び診療方針の決定(退所後にその居宅ではなく、他の社会福祉施設等

に入所する場合であって、当該者の同意を得て、当該社会福祉施設等を訪問し、退所を目的

とした施設サービス計画の策定及び診療方針の決定を行った場合も含む。)を行った者の占め

る割合が１００分の３０以上である場合は１０、１００分の３０未満であり、かつ、１００

分の１０以上である場合は５、１００分の１０未満である場合は０となる数 

D 入所者のうち、入所期間が１月を超えると見込まれる者の退所前３０日以内又は退所後３０

日以内に当該者が退所後生活することが見込まれる居宅を訪問し、当該者及びその家族等に

対して退所後の療養上の指導を行った者(退所後にその居宅ではなく、他の社会福祉施設等に

入所する場合であって、当該者の同意を得て、当該社会福祉施設等を訪問し、連絡調整、情

報提供等を行った場合を含む。)の占める割合が１００分の３０以上である場合は１０、 

１００分の３０未満であり、かつ、１００分の１０以上である場合は５、１００分の１０未

満である場合は０となる数 

E 法第八条第五項にする訪問リハビリテーション、法第八条第八項に規定する通所リハビリテ 

ーション及び法第八条第十項に規定する短期入所療養介護について、当該施設(当該施設に併 

設する病院、診療所、介護老人保健施設及び介護医療院を含む。)において全てのサービスを

実施している場合は５、いずれか２種類のサービスを実施している場合であって訪問リハビ

リテーションを実施しているときは３、いずれか２種類のサービスを実施している場合であ

って訪問リハビリテーションを実施していないときは１、いずれか１種類のサービスを実施

している場合又はいずれも実施していない場合は０となる数 

F 当該施設において、常勤換算方法で算定したリハビリテーションを担当する理学療法士、作

業療法士又は言語聴覚士の数を入所者の数で除した数に１００を乗じた数が、５以上であり

リハビリテーションを担当する理学療法士、作業療法士及び言語聴覚士のいずれもの職種も

入所者の数で除した数に１００を乗じた数がそれぞれ０．２以上である場合は５、５以上の

場合は３、５未満であり、かつ、３以上である場合は２、３未満である場合は０となる数 

G 当該施設において、常勤換算方法で算定した支援相談員の数を入所者の数で除した数に 

１００を乗じた数が３以上の場合は５、３未満であり、かつ、２以上の場合は３、２未満の

場合は０となる数 

H 算定日が属する月の前３月間における入所者のうち、要介護状態区分が要介護４又は要介護 

５の者の占める割合が１００分の５０以上である場合は５、１００分の５０未満であり、か

つ、１００分の３５以上である場合は３、１００分の３５未満である場合は０となる数 

I 算定日が属する月の前３月間における入所者のうち、喀痰かくたん吸引が実施された者の占 

める割合が１００分の１０以上である場合は５、１００分の１０未満であり、かつ、１００

分の５以上である場合は３、１００分の５未満である場合は０となる数 

J 算定日が属する月の前３月間における入所者のうち、経管栄養が実施された者の占める割合 

が１００分の１０以上である場合は５、１００分の１０未満であり、かつ、１００分の５以

上である場合は３、１００分の５未満である場合は０となる数 

(2) 地域に貢献する活動を行っていること。 

(3) 介護保健施設サービス費（Ⅰ）の介護保健施設サービス費（ⅰ）若しくは(ⅲ)又はユニット

型介護保健施設サービス費（Ⅰ）のユニット型介護保健施設サービス費(ⅰ)若しくは経過的

ユニット型介護保健施設サービス費(i)を算定しているものであること。 

ロ 在宅復帰・在宅療養支援機能加算(Ⅱ)の基準 

(1)  イ(1)に掲げる算定式により算定した数が７０以上であること。 

(2) 介護保健施設サービス費(Ⅰ)の介護保健施設サービス費(ⅱ)若しくは（ⅳ）又はユニット型

介護保健施設サービス費（ⅱ）若しくは経過的ユニット型介護保健施設サービス費(ⅱ)を算

定しているものであること。 

 

（19）初期加算 １日につき３０単位 

  入所した日から起算して３０日以内の期間 

 

＜老企第４０号 第２の６(18)＞ 

➀ 当該施設における過去の入所及び短期入所療養介護との関係において初期加算は、当該入所
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者が過去３月間（ただし、日常生活自立度のランクⅢ、Ⅳ又はＭに該当する者の場合は過去１

月間とする。）の間に、当該介護老人保健施設に入所したことがない場合に限り算定できること

とする。 

なお、当該介護老人保健施設の短期入所療養介護を利用していた者が日をあけることなく引

き続き当該施設に入所した場合については、初期加算は入所直前の短期入所療養介護の利用日

数を 30 日から控除して得た日数に限り算定するものとする。 

 

（20）再入所持栄養連携加算 ２００単位 

別に厚生労働大臣が定める基準に適合する介護老人保健施設に入所（以下この注において

「一次入所」という。）している者が退所し、当該者が病院又は診療所に入院した場合であっ

て、当該者が退院した後に再度当該介護医療院に入所（以下この注において「二次入所」とい

う。）する際、二次入所において必要となる栄養管理が、一次入所の際に必要としていた栄養管

理とは大きく異なるため、当該介護老人保健施設の管理栄養士が当該病院又は診療所の管理栄

養士と連携し当該者に関する栄養ケア計画を策定した場合に、入所者１人につき１回を限度と

して所定単位数を加算する。ただし、栄養管理に係る減算を算定している場合は、算定しな

い。 

＜厚生労働大臣の定める基準＞ 

平成２７年大臣基準告示第９５号 六十五のニ 

定員超過利用・人員基準欠如に該当していないこと。 

 

（21）入所前後訪問指導加算（Ⅰ） 入所中１回を限度として４５０単位 

介護保健施設サービス費（Ⅰ）及びユニット型介護保健施設サービス費（Ⅰ）については、

入所期間が１月を超えると見込まれる者の入所予定日前 30 日以内又は入所後７日以内に当該

者が退所後生活する居宅を訪問し、退所を目的とした施設サービス計画の策定及び診療方針の

決定を行った場合 

 当該者が退所後にその居宅でなく、他の社会福祉施設等に入所する場合であって、当該者の

同意を得て、当該社会福祉施設等を訪問し、退所を目的とした施設サービス計画の策定及び診

療方針の決定を行った場合も同様に算定する。 

 退所を目的とした施設サービス計画の策定及び診療方針の決定を行った場合 

  

（22）入所前後訪問指導加算（Ⅱ） 入所中１回を限度として４８０単位 

   介護保健施設サービス費（Ⅰ）及びユニット型介護保健施設サービス費（Ⅰ）については、

入所期間が１月を超えると見込まれる者の入所予定日前 30 日以内又は入所後７日以内に当該

者が退所後生活する居宅を訪問し、退所を目的とした施設サービス計画の策定及び診療方針の

決定を行った場合 

  当該者が退所後にその居宅でなく、他の社会福祉施設等に入所する場合であって、当該者の

同意を得て、当該社会福祉施設等を訪問し、退所を目的とした施設サービス計画の策定及び診

療方針の決定を行った場合も、同様に算定する。 

  退所を目的とした施設サービス計画の策定及び診療方針の決定にあたり、生活機能の具体的

な改善目標を定めるとともに、退所後の生活に係る支援計画を策定した場合 

 

＜老企第４０号 ６の(20)＞ 

入所前後訪問指導加算（Ⅱ）は、施設サービス計画の策定等にあたり、医師、看護職員、支援 

相談員、理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士、管理栄養士、介護支援専門員の職種が会議を

行い、生活機能の具体的な改善目標及び退所後の生活に係る支援計画を共同で定めた場合に、入

所中に 1 回に限り加算を行うものである。なお、会議は、テレビ電話装置等を活用して行うこと

ができるものとする。この際、個人情報保護委員会・厚生労働省「医療・介護関係事業者におけ

る個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」、厚生労働省「医療情報システムの安全管理に関

するガイドライン」等を遵守すること。 

 

（23）試行的退所時指導加算 入所者１人につき１回に限り４００単位 
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  退所が見込まれる入所期間が１月を超える入所者をその居宅において試行的に退所させる場

合において、当該入所者の試行的な退所時に、当該入所者及びその家族等に対して、退所後の

療養上の指導を行った場合に、入所中最初に試行的な退所を行った月から３月の間に限り、入

所者１人につき、１月に１回を限度として所定単位数を加算する。 

 

（24）退所時情報提供加算 入所者１人につき１回に限り５００単位 

入所期間が１月を超える入所者が退所し、その居宅において療養を継続する場合において、

当該入所者の退所後の主治の医師に対して、当該入所者の同意を得て、当該入所者の診療状況

を示す文書を添えて当該入所者の紹介を行った場合に、入所者１人につき１回に限り算定する。 

入所者が退所後にその居宅でなく、他の社会福祉施設等に入所する場合であって、当該入所

者の同意を得て、当該社会福祉施設等に対して当該入所者の診療状況を示す文書を添えて当該

入所者の処遇に必要な情報を提供したときも、同様に算定する。 

 

（25）入退所前連携加算（Ⅰ） 入所者１人につき１回を限度として６００単位 

   入退所前連携加算（Ⅱ） 入所者１人につき１回を限度として４００単位 

  入退所前連携加算（Ⅰ）については、次に掲げるいずれの基準にも適合する場合に、入退所

前連携加算（Ⅱ）については、ロに掲げる基準に適合する場合に、入所者１人につき１回を限

度として算定する。ただし、入退所前連携加算（Ⅰ）を算定している場合は、入退所前連携加

算（Ⅱ）は算定しない。 

 イ 入所予定日前３０日以内又は入所後３０日以内に、入所者が退所後に利用を希望する指定

居宅介護支援事業者と連携し、当該入所者の同意を得て、退所後の居宅サービス又は地域密

着型サービスの利用方針を定めること。 

 ロ 入所期間が１月を超える入所者が退所し、その居宅において居宅サービス又は地域密着型

サービスを利用する場合において、当該入所者の退所に先立って当該入所者が利用を希望す

る指定居宅介護支援事業者に対して、当該入所者の同意を得て、当該入所者の診療状況を示

す文書を添えて当該入所者に係る居宅サービス又は地域密着型サービスに必要な情報を提供

し、かつ、当該指定居宅介護支援事業者と連携して退所後の居宅サービス又は地域密着型サ

ービスの利用に関する調整を行うこと。 

 

（26）訪問看護指示加算 入所患者１人につき１回を限度として３００単位 

 入所者の退所時に、介護老人保健施設の医師が、診療に基づき、指定訪問看護、指定定期巡

回・随時対応型訪問介護看護（訪問看護サービス（指定地域密着型サービス基準第３条の３第

４号に規定する訪問看護サービスをいう。以下同じ。）を行う場合に限る。）又は指定看護小規

模多機能型居宅介護（指定地域密着型サービス基準第 170 条第に規定する指定看護小規模多機

能型居宅介護をいう。以下同じ。）（看護サービス（指定地域密着型サービス基準第 177 条第９

号に規定する看護サービスをいう。以下同じ。）を行う場合に限る。）の利用が必要であると認

め、当該入所者の選定する指定訪問看護ステーション、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看

護事業所又は指定看護小規模多機能型居宅介護看護事業所に対して、当該入所者の同意を得て、

訪問看護指示書（指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の場合にあっては訪問看護サ

ービスに係る指示書をいい、指定看護小規模多機能型居宅介護事業所の場合にあっては看護サ

ービスに係る指示書をいう。以下同じ。）を交付した場合 

 

（27）【新】栄養マネジメント強化加算 １日につき１１単位 

  厚生労働大臣が定める基準に適合するものとして、都道府県知事に届け出た介護老人保健施

設において、入所者ごとの継続的な栄養管理を強化しで実施した場合、栄養マネジメント強化

加算として、１日につき所定単位数を加算する。ただし、イ及びロの栄養管理に係る減算を算

定している場合は、算定しない。 

 

＜平成２７年厚生労働省告示９５号第９０号の２（第６５号の３準用）＞ 

 次のいずれにも適合すること。 

 イ 管理栄養士を常勤換算方法で、入所者の数を５０で除して得た数以上配置していること。
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ただし、常勤の栄養士を１名以上配置し、当該栄養士が給食管理を行っている場合にあって

は、管理栄養士を常勤換算方法で、入所者の数を７０で除して得た数以上配置していること。 

 ロ 低栄養状態にある入所者又は低栄養状態のおそれのある入所者に対して、医師、歯科医師、

管理栄養士、看護師、介護支援専門員その他の職種の者が共同して作成した栄養ケア計画に

従い、当該入所者の栄養管理をするための食事の観察を定期的に行い、当該入所者ごとの栄

養状態、心身の状況及び嗜好を踏まえた食事の調整等を実施すること。 

 ハ ロに規定する入所者以外の入所者に対しても、食事の観察の際に変化を把握し、問題があ

ると認められる場合は、早期に対応していること。 

 ニ 入所者ごとの栄養状態等の情報を厚生労働省に提出し、継続的な栄養管理の実施に当たっ

て、当該情報その他継続的な栄養管理の適切かつ有効な実施のために必要な情報を活用して

いること。 

 ホ 定員超過利用・人員基準欠如に該当していないこと。 

＜老企第４０号 第２の６(23)＞５の(24)を準用する。 

５(24)【新】栄養マネジメント強化加算について 

① 栄養マネジメント強化加算は、原則として入所者全員を対象として入所者ごとに大臣基

準告示第６５号の３に掲げる要件を満たした場合に、当該施設の入所者全員に対して算定

できるものであること。 

② 大臣基準告示第６５号の３イに規定する常勤換算方法での管理栄養士の員数の算出方法

は、以下のとおりとする。なお、当該算出にあたり、調理業務の委託先おいて配置される

栄養士及び管理栄養士の数は含むことができないこと。また、給食管理を行う常勤の栄養

士が１名以上配置されている場合は、管理栄養士が、給食管理を行う時間を栄養ケア・マ

ネジメントに充てられることを踏まえ、当該常勤の栄養士１名に加えて、管理栄養士を常

勤換算方式で、入所者の数を７０で除して得た数以上配置していることを要件とするが、

この場合における「給食管理」とは、給食の運営を管理として行う、調理管理、材料管

理、施設等管理、業務管理、衛生管理及び労働衛生管理を指すものであり、これらの業務

を行っている場合が該当すること。なお、この場合においても、特別な配慮を必要とする

場合など、管理栄養士が給食管理を行うことを妨げるものではない。 

イ 暦月ごとの職員の勤務延時間数を、当該施設において常勤の職員が勤務すべき時間で

除することによって算出するものし、小数点第２位以下を切り捨てるものとする。な

お、やむを得ない事情により、配置されていた職員数が一時的に減少した場合は、１月

を超えない期間内に職員が補充されれば、職員数が減少しなかったものとみなすことと

する。 

ロ 員数を算定する際の入所者数は、当該年度の前年度の平均を用いる（ただし、新規開

設又は再開の場合は水手数による。）。この場合、入所者の平均は、前年度の全入所者の

延数を当該前年度の日数で除して得た数とする。この平均入所者の算定に当たっては、

小数点第２位以下を切り上げるものとする。 

③ 当該加算における低栄養状態のリスク評価は、「リハビリテーション・個別機能訓練、

栄養管理及び口腔管理の実施に関する基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示

について」第４に基づき行うこと。ただし、低栄養状態のリスクが中リスク者のうち、経

口による食事の摂取を行っておらず、栄養補給法以外のリスク分類に該当しない場合は、

低リスク者に準じた対応とすること。 

  ④ 低栄養状態のリスクが、中リスク及び高リスクに該当する者に対し、管理栄養士等が以

下の対応を行うこと。 

   イ 基本サービスとして、医師、歯科医師、管理栄養士、看護師、介護支援専門員その他

の職種の者が共同して作成する栄養ケア計画に、低栄養状態の改善等を行うための栄養

管理方法や食事の観察の際に特に確認すべき点等を示すこと。 
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   ロ 当該栄養ケア計画に基づき、食事の観察を週３回以上行い、当該入所者の栄養状態、

食事摂取量、摂食・嚥下の状況、食欲・食事の満足感、嗜好を踏まえた食事の調整や、

姿勢、食具、食事の介助方法等の食事環境の整備等を実施すること。食事の観察につい

ては、管理栄養士が行うことを基本し、必要に応じ、関連する職種と連携して行うこ

と。やむを得ない事情により、管理栄養士が実施できない場合は、介護職員等の他の職

種の者が実施することも差し支えないが、観察した結果については、管理栄養士に報告

すること。 

     なお、経口維持加算を算定している場合は、当該加算算定に係る食事の観察を兼ねて

も差し支えない。 

   ハ 食事の観察の際に、問題点が見られた場合は、速やかに関連する職種と情報共有を行

い、必要に応じて栄養ケア計画を見直し、見直し後の計画に基づき対応すること。 

   ニ 当該入所者が退所し、居宅での生活に移行する場合は、入所者又はその家族に対し、

管理栄養士が退所後の食事に関する相談支援を行うこと。また、他の介護保険施設や医

療機関に入所（入院）する場合は、入所中の栄養管理に関する情報（必要栄養量、食事

摂取量、嚥下調整食の必要性（嚥下食コード）、食事上の留意事項等）を入所先（入院

先）に提供すること。 

  ⑤ 低栄養状態のリスクが低リスクに該当する者については、④ロに掲げる食事の観察の際

に、あわせて食事の状況を把握し、問題点がみられた場合は、速やかに関連する職種と情

報共有し、必要に応じて栄養ケア計画を見直し、見直し後の計画に基づき対応すること。 

  ⑥ 大臣基準告示第６５号の３ニに規定する厚生労働省への情報の提出については、ＬＩＦ

Ｅを用いて行うこととする。ＬＩＦＥへの提出情報、提出頻度等については、「科学的介

護情報システム（ＬＩＦＥ）関連加算に関する基本的考え方並びに事務処理手順及び様式

例の提示について」（令和３年３月１６日老老発０３１６第４号）を参照されたい。 

    サービスの質の向上を図るため、ＬＩＦＥへの提出情報及びフィードバック情報を活用

し、入所者の状態に応じた栄養ケア計画の作成（Plan）、当該計画に基づく支援の提供

（Do）、当該支援内容の評価（Check）、その評価結果を踏まえた当該計画の見直し・改善

（Action）の一連のサイクル（ＰＤＣＡサイクル）により、サービスの質の管理を行うこ

と。 

提出された情報については、国民の健康の保持増進及びその有する能力の維持向上に資

するため、適宜活用されるものである。 

 

（28）経口移行加算 当該計画が作成された日から起算して１８０日以内の期間に限り 

１日につき２８単位 

  厚生労働大臣が定める基準（平成２７年厚生労働省告示第９５号６６）に適合する指定介護

老人保健施設において、医師の指示に基づき、医師、歯科医師、管理栄養士、看護師、介護支援

専門員その他の職種の者が共同して、現に経管により食事を摂取している入所者ごとに経口に

よる食事の摂取を進めるための経口移行計画を作成している場合であって、当該計画に従い、

医師の指示を受けた管理栄養士又は栄養士による栄養管理及び言語聴覚士又は看護職員による

支援が行われた場合。ただし、栄養管理に係る減算を算定している場合は、算定しない。 

  経口による食事の摂取を進めるための経口移行計画に基づき、管理栄養士又は栄養士が行う

栄養管理及び言語聴覚士又は看護職員が行う支援が、当該計画が作成された日から起算して１

８０日を超えた期間に行われた場合であっても、経口による食事の摂取が一部可能な者であっ

て、医師の指示に基づき継続して経口による食事の摂取を進めるための栄養管理及び支援が必

要とされるものに対しては、引き続き当該加算を算定できる。 

 

＜平成２７年厚生労働省告示第９５号６６＞ 
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 定員超過利用・人員基準欠如に該当していないこと。 

 

（29）経口維持加算（Ⅰ） 当該計画が作成された日の属する月から起算して６月以内の期間に

限り１月につき４００単位 

   経口維持加算（Ⅱ） １月につき１００単位 

１ （Ⅰ）については、厚生労働大臣が定める基準（平成２７年厚生労働省告示第９５号６７）

に適合する指定介護老人保健施設において、現に経口により食事を摂取する者であって、摂

食機能障害を有し、誤嚥が認められる入所者に対して、医師又は歯科医師の指示に基づき、

医師、歯科医師、管理栄養士、看護師、介護支援専門員その他の職種の者が共同して、入所

者の栄養管理をするための食事の観察及び会議等を行い、入所者ごとに、経口による継続的

な食事の摂取を進めるための経口維持計画を作成している場合であって、当該計画に従い、

医師又は歯科医師の指示（歯科医師が指示を行う場合にあっては、当該指示を受ける管理栄

養士等が医師の指導を受けている場合に限る。）を受けた管理栄養士又は栄養士が、栄養管理

を行った場合に、当該計画が作成された日の属する月から起算して６月以内の期間に限り、

１月につき所定単位数を加算する。ただし、栄養管理に係る減算を算定している場合又は経

口移行加算を算定している場合は算定しない。 

 

２ （Ⅱ）については、協力歯科医療機関を定めている指定介護老人福祉施設が、経口維持加

算(Ⅰ)を算定している場合であって、入所者の経口による継続的な食事の摂取を支援するた

めの食事の観察及び会議等に、医師（介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に

関する基準第２条第１項に規定する医師を除く。）、歯科医師、歯科衛生士又は言語聴覚士が

加わった場合は、１月につき所定単位数を加算する。 

 

＜平成２７年厚生労働省告示第９５号６７＞ 

 イ 定員超過利用・人員基準欠如に該当していないこと。 

 ロ 入所者の摂食・嚥下機能が医師の診断により適切に評価されていること。 

 ハ 誤嚥等が発生した場合の管理体制が整備されていること。 

 ニ 食形態の配慮など誤嚥防止のための適切な配慮がなされていること。 

 ホ 上記ロからニを多職種協働により実施するための体制が整備されていること。 

 

（30）口腔衛生管理加算（Ⅰ） １月につき９０単位 

   口腔衛生管理加算（Ⅱ） １月につき１１０単位 

 厚生労働大臣が定める基準（平成 30 年厚生労働省告示第９５号６９）に適合する介護老人保

健施設において、入所者に対し、歯科衛生士が口腔衛生の管理を行った場合は、当該基準に掲

げる区分に従い、１月につき次に掲げる所定単位数を加算する。ただし、次のいずれかの加算

を算定している場合においては、次に掲げるその他の加算は算定しない。 

(1) 口腔衛生管理加算（Ⅰ）   ９０単位 

(2) 口腔衛生管理加算（Ⅱ）  １１０単位 

 

＜平成２７年厚生労働省告示第９５号６９＞ 

 イ 口腔衛生管理加算（Ⅰ） 次のいずれにも適合すること。 

(1)  歯科医師又は歯科医師の指示を受けた歯科衛生士の技術的助言及び指導に基づき、入所

者の口腔衛生等の管理に係る計画が作成されていること。 

(2)  歯科医師の指示を受けた歯科衛生士が、入所者に対し、口腔衛生等の管理を月２回以上

行うこと。 

(3)  歯科衛生士が(1)における入所者に係る口腔衛生等の管理について、介護職員に対し、具

体的な技術的助言及び指導を行うこと。 

(4)  歯科衛生士が、(1)における入所者の口腔に関する介護職員からの相談等に必要に応じ対

応すること。 

(5)  定員超過利用・人基準欠如に該当していないこと。 
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＜平成１２年３月８日老企第 40 号 第２の６(26)＞ 

① 口腔衛生管理加算は、歯科医師の指示を受けた歯科衛生士が施設の入所者に対して口腔衛生

の管理を行い、当該利用者に係る口腔清掃等について介護職員への具体的な技術的助言及び指

導をした場合において、当該入所者ごとに算定するものである。 

② 当該施設が口腔衛生管理加算に係るサービスを提供する場合においては、当該サービスを実

施する同一月内において医療保険による訪問歯科衛生指導の実施の有無を入所者又はその家族

等に確認するとともに、当該サービスについて説明し、その提供に関する同意を得た上で行う

こと。 

③ 歯科医師の指示を受けて当該施設の入所者に対して口腔衛生の管理を行う歯科衛生士は、口

腔に関する問題点、歯科医師からの指示内容の要点（ただし、歯科医師から受けた支持内容の

うち、特に歯科衛生士が入所者に対する口腔衛生の管理を行うにあたり配慮すべき事項とす

る。）、当該歯科衛生士が実施した口腔衛生の管理の内容、当該入所者に係る口腔清掃等につい

て介護職員への具体的な技術的助言及び指導内容及びその他必要と思われる事項に係る記録を

別紙様式３を参考として作成し、当該施設に提供すること。当該施設は、当該記録を保管する

とともに、必要に応じてその写しを当該入所者に対して提供すること。 

④ 当該歯科衛生士は、介護職員から当該入所者の口腔に関する相談等に必要に応じて対応する

とともに、当該入所者の口腔の状態により医療保険における対応が必要となる場合には、適切

な歯科医療サービスが提供されるよう当該歯科医師及び当該施設への情報提供を的確に行うこ

と。 

⑤【新】厚生労働省への情報の提出については、ＬＩＦＥを用いて行うこととする。ＬＩＦＥへ

の提出情報、提出頻度等については、「科学的介護情報システム（ＬＩＦＥ）関連加算に関する

基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について」を参照されたい。 

  サービスの質の向上を図るため、ＬＩＦＥへの提出情報及びフィードバック情報を活用し、

入所者の状態に応じた口腔衛生の管理の内容を決定（Plan）、当該決定に基づく支援の提供（Do）、

当該支援内容の評価（Check）、その評価の結果を踏まえた当該支援内容の見直し・改善（Action）

の一連のサイクル（ＰＤＣＡサイクル）により、サービスの質の管理を行うこと。 

  提出された情報については、国民の健康の保持増進及びその有する能力の維持向上に資する

ため、適宜活用されるものである。  

⑥ 本加算は、医療保険において歯科訪問診療料が算定された日の属する月であっても算定でき

るが、訪問歯科衛生指導料が算定された日の属する月においては、口腔衛生管理加算を算定し

ない。 

 

（31）療養食加算 １日につき６単位 

  次に掲げるいずれの基準にも適合するものとして都道府県知事に届け出た介護老人保健施設

が、厚生労働大臣が定める療養食（平成２７年厚生労働省告示第９４号６６）を提供したとき 

 

 イ 食事の提供が管理栄養士又は栄養士によって管理されていること。 

 ロ 入所者の年齢、心身の状況によって適切な栄養量及び内容の食事の提供が行われているこ

と。 

 ハ 食事の提供が、厚生労働大臣が定める基準（平成２７年厚生労働省告示第９５号３５）に

適合する介護老人保健施設において行われていること。 

 

＜平成２７年厚生労働省告示第９４号６６＞ 

 疾病治療の直接手段として、医師の発行する食事箋に基づき提供された適切な栄養量及び内容

を有する糖尿病食、腎臓病食、肝臓病食、胃潰瘍食、貧血食、膵臓病食、脂質異常症食、痛風食及

び特別な場合の検査食 

 

＜平成２７年厚生労働省告示第９５号３５＞ 

 定員超過・人員基準欠如に該当していないこと。 

 

（32）在宅復帰支援機能加算 １日につき１０単位 
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  介護保健施設サービス費（Ⅱ）、介護保健施設サービス費（Ⅲ）、ユニット型介護保健施設サ

ービス費（Ⅱ）及びユニット型介護保健施設サービス費（Ⅲ）について、厚生労働大臣が定め

る基準（平成 30 年厚生労働省告示第９５号９１）に適合する介護老人保健施設であって、次に

掲げる基準のいずれにも適合している場合 

イ 入所者の家族との連絡調整を行っていること。 

ロ 入所者が利用を希望する指定居宅介護支援事業者に対して、当該入所者に係る居宅サービス

に必要な情報の提供、退所後の居宅サービスの利用に関する調整を行っていること。 

 

＜平成２７年厚生労働省告示第９５号９１＞ 

 イ 算定日が属する月の前六月間において当該施設から退所した者（在宅・入所相互利用加算

を算定しているものを除く。以下この号において「退所者」という。）の総数のうち、当該期

間内に退所し、在宅において介護を受けることとなったもの（当該施設における入所期間が

１月間を超えていた退所者に限る。）の占める割合が１００分の３０を超えていること。 

  ロ 退所者の退所後３０日以内に、当該施設の従業者が当該退所者の居宅を訪問すること、又

は指定居宅介護支援事業者（指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準（平成

１１年厚生省令第３８号）第１条第３項に規定する指定居宅介護支援事業者をいう。以下同

じ。）から情報提供を受けることにより、当該退所者の在宅における生活が１月以上継続する

見込みであることを確認し、記録していること。 

 

（33）【新】かかりつけ医連携薬剤調整加算（Ⅰ） １００単位 

【新】かかりつけ医連携薬剤調整加算（Ⅱ） ２４０単位 

【新】かかりつけ医連携薬剤調整加算（Ⅲ） １００単位 

  厚生労働大臣が定める基準に適合する介護老人保健施設において、入所者に対し、介護保健

施設において、入所者に対し、介護保健施設サービスを行った場合は、当該基準に掲げる区分

に従い、当該入所者１人につき１回を限度として、当該入所者の退所時に所定の単位数を加算

する。 

  イ かかりつけ医連携薬剤調整加算（Ⅰ）次のいずれにも適合すること。 

(1) 当該介護保健施設サービスを行う介護老人保健施設の医師又は薬剤師が高齢者の薬物療

法に関する研修を受講していること。 

  (2)  入所後１月以内に、状況に応じて当該入所者の処方内容を変更する可能性があることに

ついて当該入所者の主治の医師に説明し、当該主治の医師が合意していること。 

  (3)  入所中に服用薬剤の総合的な評価を行い、評価の内容及び入所時と退所時の処方内容に

変更がある場合は変更の経緯、変更後入所者の状態等について、退所時又は退所後１月以

内に当該入所者の主治の医師に情報提供行い、その内容を診療記録に記載していること。 

  ロ かかりつけ医連携薬剤調整加算（Ⅱ）次のいずれにも適合すること。 

(1)  かかりつけ医連携薬剤調整加算（Ⅰ）を算定していること。 

(2)  当該入所者の服薬情報等の情報を厚生労働省に提出し、処方に当たって、当該情報その

他薬物療法の適切かつ有効な実施のために必要な情報を活用していること。 

 ハ かかりつけ医連携薬剤調整加算（Ⅲ）次のいずれにも適合すること。 

(1)  かかりつけ医連携薬剤調整加算（Ⅱ）を算定していること。 

(2)  当該入所者に６種類以上の内服薬が処方されており、介護老人保健施設の医師と当該入

所者の主治の医師が共同し、入所中に当該処方の内容を総合的に評価及び調整し、介護老

人保健施設の医師が、当該入所者に処方する内服薬の種類に比べて１種類以上減少させる

こと。 

(3)  退所時において処方されている内服薬の種類が、入所時に処方されていた内服薬の種類

に比べて１種類以上減少していること。 

   

（34）緊急時治療管理 同一の入所者について１月に１回、連続する３日を限度として１日につ

き５１８単位 

  入所者の病状が重篤となり救命救急医療が必要となる場合において緊急的な治療管理として

の投薬、検査、注射、処置等を行ったときに算定 
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（35）特定治療 当該診療に係る医科診療報酬点数表第１章及び第２章に定める点数に 10 円を

乗じて得た額 

 診療報酬の算定方法（平成２０年厚生労働省告示第５９号）別表第一医科診療報酬点数表（以

下「医科診療報酬点数表」という。）第１章及び第２章において、高齢者の医療の確保に関する

法律（昭和５７年法律第８０号）第５７条第３項に規定する保険医療機関等が行った場合に点

数が算定されるリハビリテーション、処置、手術、麻酔又は放射線治療（厚生労働大臣が定め

るもの（平成２７年厚生労働省告示第９４号６７）を除く。）を行った場合 

＜平成２７年厚生労働省告示第９４号６７＞ 

  第２３号に規定するリハビリテーション、処置、手術、麻酔又は放射線治療 

 

（36）所定疾患施設療養費 1 月に 1 回７日を限度に（Ⅰ）については１日につき２３９単位、

（Ⅱ）については 1日につき４８０単位 

 厚生労働大臣が定める基準（平成 30 年厚生労働省告示第９５号９２）に適合する介護老人保

健施設において、厚生労働大臣が定める入所者（平成 30 年厚生労働省告示第９４号６８）に対

し、投薬、検査、注射、処置等を行った場合（肺炎の者又は尿路感染症の者に対しては診療に

当たり検査を行った場合に限る。）は、当該基準に掲げる区分に従い、次に掲げる所定単位を算

定する。ただし、次に掲げるいずれかの施設療養費を算定している場合においては、次に掲げ

るその他の施設療養費は算定しない。 

(1)  所定疾患施設療養費（Ⅰ）   ２３９単位 

(2)  所定疾患施設療養費（Ⅱ）   ４８０単位 

 所定疾患施設療養費（Ⅰ）は同一の入所者について、１月１回、連続する７日を限度して算

定し、所定疾患施設療養費（Ⅱ）は同一の入所者について１月１回、連続する１０日を限度し

て算定する。 

  緊急時施設療養費を算定した日は、算定しない。 

 

＜平成 30年厚生労働省告示第９５号９２＞ 

次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

 イ 所定疾患施設療養費（Ⅰ） 

   (1)  診断、診断を行った日、実施した投薬、検査、注射、処置等（近隣の医療機関と連携し

実施した検査等を含む。）の内容等を診療録に記載していること。 

(2)  所定疾患施設療養費の算定開始年度の翌年度以降において、当該施設の前年度における

当該入所者に対する投薬、検査、注射、処置等の実施状況を公表していること。 

 ロ 所定疾患施設療養費（Ⅱ） 

  (1)  診断、診断を行った日、実施した投薬、検査、注射、処置等（近隣の医療機関と連携し

実施した検査等を含む。）の内容等を診療録に記載していること。 

(2)  所定疾患施設療養費の算定開始年度の翌年度以降において、当該施設の前年度における

当該入所者に対する投薬、検査、注射、処置等の実施状況を公表していること。 

(3)  当該介護保健施設サービスを行う介護老人保健施設の医師が感染症対策に関する研修を

受講していること。 

＜平成 30年厚生労働省告示第９４号６８＞ 

 次にいずれかに該当する者 

 イ 肺炎の者 

 ロ 尿路感染症の者 

 ハ 帯状疱疹の者 

  ニ 蜂窩織炎の者 

 

所定疾患施設療養費（Ⅰ）について 

＜平成１２年３月８日老企第 40 号 第２の６(33)＞ 

④ 肺炎及び尿路感染症については、検査を実施した場合のみに算定できるものであること。 

⑤ 算定する場合にあっては、診断名、診断を行った日、実施した投薬、検査、注射、処置の内容 
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等を診療録に記載しておくこと。なお、近隣の医療機関と連携した場合であっても、同様に医

療機関で行われた検査、処置等の実施内容について情報提供を受け、当該内容を診療記録に記

載しておくこと。 

⑥ 当該加算の算定開始後は、治療の実施状況について公表することとする。公表に当たって

は、介護サービス情報の公表制度を活用する等により、前年度の当該加算の算定状況を報告す

ること。 

 

所定疾患施設療養費（Ⅱ）について 

＜平成１２年３月８日老企第 40 号 第２の６(34)＞                                                       

④ 肺炎及び尿路感染症については、検査を実施した場合のみに算定できるものであること。 

⑤ 算定する場合にあっては、診断名及び診断に至った根拠、診断を行った日、実施した投薬、

検査、注射、処置の内容等を診療録に記載しておくこと。なお、近隣の医療機関と連携した場

合であっても、同様に、医療機関で行われた検査、処置等の実施内容について情報提供を受け、

当該内容を診療録に記載しておくこと。 

また、抗菌薬の使用に当たっては、薬剤耐性菌にも配慮するとともに、肺炎、尿路感染症及

び帯状疱疹の検査・診断・治療に関するガイドライン等を参考にすること。 

⑥ 当該加算の算定開始後は、治療の実施状況について公表することとする。公表に当たっては、

介護サービス情報の公表制度を活用する等により、前年度の当該加算の算定状況を報告するこ

と。 

⑦ 当該介護保健施設サービスを行う介護老人保健施設の医師が感染症対策に関する内容（肺炎、

尿路感染症、帯状疱疹及び蜂窩織炎に関する標準的な検査・診断・治療等及び抗菌薬等の適正

使用、薬剤耐性菌）を含む研修を受講していること。ただし、感染症対策に関する十分な経験

を有する医師については、感染症対策に関する研修を受講した者とみなす。 

 

（37）認知症専門ケア加算 

  厚生労働大臣が定める基準（平成２７年厚生労働省告示第９５号３の２）に適合しているも

のとして、都道府県知事に届け出た介護老人保健施設が、厚生労働大臣が定める者（平成２７

年 厚生労働省告示第９４号６９）に対し専門的な認知症ケアを行った場合は、当該基準に従

い、１日につき次に掲げる所定単位数を加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定

している場合においては、次のいずれかの加算は算定しない。認知症専門ケア加算Ⅱは算定し

ない。 

(1)  認知症専門ケア加算（Ⅰ） １日につき３単位 

(2)  認知症専門ケア加算（Ⅱ） １日につき４単位 

 

イ 認知症専門ケア加算（Ⅰ） 

(1) 施設における入所者又は入院患者の総数のうち、日常生活に支障を来すおそれのある症状

若しくは行動が認められることから介護を必要とする認知症の者（以下「対象者」という。）

の占める割合が２分の１以上であること。 

(2) 認知症介護に係る専門的な研修を修了している者を、対象者の数が２０人未満である場合

にあっては、１以上、当該対象者の数が２０人以上である場合にあっては、１に、当該対象

者の数が１９を超えて１０又はその端数を増すごとに１を加えて得た数以上配置し、チーム

として専門的な認知症ケアを実施していること。 

(3) 当該事業所又は施設の従業者に対する認知症ケアに関する留意事項の伝達又は技術的指導

に係る会議を定期的に開催していること。 

 

ロ 認知症専門ケア加算（Ⅱ） 

 厚生労働大臣が定める基準（平成２７年厚生労働省告示第９５号３の２）に適合しているも 

(1) イの基準のいずれにも適合すること。 

(2) 認知症介護の指導に係る専門的な研修を修了している者を１名以上配置し、事業所又は施

設全体の認知症ケアの指導等を実施していること。 

(3) 当該事業所又は施設における介護職員、看護職員ごとの認知症ケアに関する研修計画を作
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成し、当該計画に従い、研修を実施又は実施を予定していること。 

 

＜平成２７年厚生労働省告示第９４号６９＞ 

 日常生活に支障をきたすおそれのある症状若しくは行動が認められることから介護を必要とす

る認知症の者 

 

（38）認知症行動・心理症状緊急対応加算 ２００単位 

  医師が、認知症の行動・心理症状が認められるため、在宅での生活が困難であり、緊急に入

所することが適当であると判断した者に対し、介護保健施設サービスを行った場合は、入所し

た日から起算して７日を限度として、１日つき所定の単位数を加算する。 

 

＜平成１２年３月８日老企第 40 号 第２の６(36) ５の(34)を準用＞ 

① 「認知症の行動・心理症状」とは、認知症による認知機能の障害に伴う、妄想・幻覚・興奮・

暴言等の症状を指すものである。 

② 本加算は、在宅で療養を行っている利用者に「認知症の行動・心理症状」が認められた際に、

介護老人保健施設に一時的に入所することにより、当該利用者の在宅での療養が継続されるこ

とを評価するものである。 

③ 本加算は、在宅で療養を行っている要介護被保険者に「認知症の行動・心理症状」が認めら

れ、緊急に介護老人保健施設への入所が必要であると医師が判断した場合であって、介護支援

専門員、受け入れ施設の職員と連携し、利用者又は家族の同意の上、当該施設に入所した場合

に算定することができる。本加算は医師が判断した当該日又はその次の日に利用を開始した場

合に限り算定できるものとする。この際、当該施設への入所ではなく、医療機関における対応

が必要であると判断される場合にあっては、速やかに適当な医療機関の紹介、情報提供を行う

ことにより、適切な医療が受けられるように取り計らう必要がある。 

④ 本加算は、当該利用者の在宅での療養が継続されることを評価するものであるため、入所後

速やかに退所に向けた施設サービス計画を策定し、当該入所者の「認知症の行動・心理症状」

が安定した際には速やかに在宅復帰が可能となるようにすること。 

⑤ 次に掲げる者が、直接、当該施設へ入所した場合には、当該加算は算定できないものである

こと。 

ａ 病院又は診療所に入院中の者 

ｂ  介護保険施設又は地域密着型介護老人福祉施設に入院中又は入所中の者 

ｃ  短期入所生活介護、短期入所療養介護、特定施設入居者生活介護、短期利用特定施設入居

者生活介護、認知症対応型共同生活介護、短期利用認知症対応型共同生活介護、地域密着型

特定施設入居者生活介護及び短期利用地域密着型特定施設入居者生活介護を利用中の者 

⑥ 判断を行った医師は診療録等に症状、判断の内容等を記録しておくこと。また、施設も判断

を行った医師名、日付及び利用開始に当たっての留意事項等を介護サービス計画書に記録して

おくこと。 

⑦ 当該加算の算定にあたっては、 個室等、認知症の行動・心理症状の増悪した者の療養に相応

しい設備を整備すること。 

⑧ 当該加算は、当該入所者が入所前一月の間に、当該介護老人保健施設に入所したことがない

場合及び過去一月の間に当該加算（他サービスを含む）を算定したことがない場合に限り算定

できることとする。 

 

（39）認知症情報提供加算 １回につき３５０単位 

 過去に認知症の原因疾患に関する確定診断を受けておらず、認知症のおそれがあると医師が

判断した入所者であって、施設内での診断が困難であると判断された者について、当該入所者

又はその家族の同意を得た上で、当該入所者の診療状況を示す文書を添えて、厚生労働大臣が

定める機関（平成２７年厚生労働省告示第９４号７０）に当該入所者の紹介を行った場合に、

入所者１人につき入所期間中に１回を限度として所定の単位数を加算することができる。 

 ただし、当該介護老人保健施設に併設する保険医療機関（認知症疾患医療センター及びこれ

に類する保険医療機関を除く。）に対する紹介を行った場合は算定しない。 
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＜平成２７年厚生労働省告示第９４号７０＞ 

次に掲げるいずれかに該当する機関 

 イ 認知症疾患医療センター 

 ロ 認知症の鑑別診断等に係る専門医療機関 

 

（40）地域連携診療計画情報提供加算 入所者１人につき１回を限度３００単位 

  医科診療報酬点数表の地域連携診療計画加算を算定して保険医療機関を退院した入所者に対

して、当該保険医療機関が地域連携診療計画に基づいて作成した診療計画に基づき、入所者の

治療等を行うとともに、入所者の同意を得た上で、当該退院した日の属する月の翌月までに、

地域連携診療計画加算を算定する病院に当該入所者に係る診療情報を文書により提供した場合

に、入所者１人につき１回を限度して算定する。 

 

＜平成１２年３月８日老企第 40 号 第２の６(38)＞ 

① 地域連携診療計画は、医科診療報酬点数表における地域連携診療計画加算を算定する保険医

療機関（以下「計画管理病院」という。）において作成され、当該計画管理病院からの転院後又

は退院後の治療を担う複数の連携保険医療機関又は介護サービス事業所との間で共有して活用

されるものであり、病名、入院時の症状、予定されている診療内容、標準的な転院までの期間、

転院後の診療内容、連携する保険医療機関を退院するまでの標準的な期間（以下本区分におい

て「総治療期間」という。）、退院に当たり予想される患者の状態に関する退院基準、その他必

要な事項が記載されたものである。 

② 当該加算は、以下の疾患について、医科診療報酬点数表における地域連携診療計画加算を算

定して当該医療機関を退院した患者が、介護老人保健施設に入所した場合に限り算定するもの

である。 

イ 大腿骨頸部骨折（大腿骨頸部骨折骨接合術、大腿骨頸部骨折人工骨頭置換術等を実施して

いる場合に限る。） 

ロ 脳卒中（急性発症又は急性増悪した脳梗塞、脳出血又はくも膜下出血の治療を実施してい

る場合に限る。） 

③ 当該加算は、計画管理病院又は計画管理病院からの転院後若しくは退院後の治療を担う保険

医療機関からの退院後の療養を担う介護老人保健施設において、診療計画に基づく療養を提供

するとともに、退院時の患者の状態や、在宅復帰後の患者の状況等について、退院の属する月

又はその翌月までに計画管理病院に対して情報提供を行った場合に、算定する。 

④ また、当該加算を算定する施設は、以下のいずれも満たすものであること。 

イ あらかじめ計画管理病院において作成された疾患や患者の状態等に応じた地域連携診療計

画が、当該施設および連携保険医療機関と共有されていること。 

ロ イについて、内容、開催日等必要な事項について診療録等に記録されていること。 

 

(41)【新】リハビリテーションマネジメント計画情報加算  ３３単位 

 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして都道府県知事に届け出た介護老人保健

施設において、リハビリテーションを行った場合は、１月につき所定単位数を加算する。 

(1) 入所者ごとのリハビリテーション実施計画書の内容等の情報を厚生労働省に提出してい

ること。 

(2) 必要に応じてリハビリテーション実施計画書の内容を見直す等、リハビリテーションの実 

施に当たって、当該情報その他リハビリテーションの適切かつ有効な実施のために必要な情

報を活用していること。 

 

【新】＜平成１２年３月８日老企第 40号 第２の６(39)＞ 

① 厚生労省への情報の提供については、ＬＩＦＥを用いて行うこととする。ＬＩＦＥへの提供

情報、提出頻度等については、「科学的介護情報システム（ＬＩＦＥ）関連加算に関する基本

的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について」を参照されたい。 

② サービスの質の向上を図るため、ＬＩＦＥへの提供情報及びフィードバック情報を活用し、
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利用者の状態に応じたリハビリテーション実施計画の作成（Plan）、当該計画に基づくリハビ

リテーションの実施（Do）、当該実施内容の評価（Check）、その評価結果を踏まえた当該計画

の見直し・改善（Action）の一連のサイクル（ＰＤＣＡサイクル）により、サービスの質の管

理を行うこと。なお、評価は、リハビリテーション実施計画に基づくリハビリテーションの提

供開始からおおむね２週間以内に、その後はおおむね３月ごとに行うものであること。 

③ 提出された情報については、国民の健康の保持増進及びその有する能力の維持向上に資する

ため、適宜活用されるものであること。 

 

（42）褥瘡マネジメント加算 

  介護保健施設サービス費（Ⅰ）、ユニット型介護老人保健施設サービス費（Ⅰ）について、厚

生労働大臣が定める基準（平成２７年厚生労働省告示第９５号７１の２）に適合しているもの

として都道府県に届け出た介護老人保健施設において、継続的に入所者ごとの褥瘡管理をした

場合は、当該基準に掲げる区分に従い、１月につき所定単位数を加算する。 

  ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げるその他の加

算は算定しない。 

(1) 褥瘡マネジメント加算（Ⅰ）   ３単位 

(2) 褥瘡マネジメント加算（Ⅱ）  １３単位 

〔経過措置・改正告示附則第１０条〕 

  令和３年３月３１日において改正前の褥瘡マネジメント加算に係る届出を行っている施設で

あって、改正後の褥瘡マネジメント加算に係る届出を行っていないものにおける改正前の褥瘡

マネジメント加算（３月に１回を限度として１０単位）の算定については、令和４年３月３１

日までの間は、なお従前の例によることができる。この場合において、改正前の「褥瘡マネジ

メント加算」は「褥瘡マネジメント加算（Ⅲ）」と読み替える。 

 

＜平成 30年厚生労働省告示第９５号七十一の二＞  

イ 褥瘡マネジメント加算（Ⅰ）次のいずれにも適合すること。 

(1) 入所者ごとに褥瘡の発生と関連のあるリスクについて、施設入所時に評価し、その後少な

くとも３月に１回評価するとともに、その評価結果等の情報を厚生労働省に提出し、褥瘡管

理の実施に当たって、当該情報その他褥瘡管理の適切かつ有効な実施のために必要な情報を

活用していること。 

(2) (1)の評価の結果、褥瘡が発生するリスクがあるとされた入所者ごとに、医師、看護師、

介護職員、管理栄養士、介護支援専門員その他の職種の者が共同して、褥瘡管理に関する褥

瘡ケア計画を作成していること。 

(3) 入所者ごとの褥瘡ケア計画に従い褥瘡管理を実施するとともに、その管理の内容や入所者

の状態について定期的に記録していること。 

(4) (1)の評価に基づき、少なくとも３月に１回、入所者ごとに褥瘡ケア計画を見直している

こと。 

ロ【新】褥瘡マネジメント加算（Ⅱ）次のいずれにも適合すること。 

(1) イ(1) から(4)までのいずれにも適合すること。 

(2) イ(1)の評価の結果、施設入所時又は利用開始時に褥瘡が発生するリスクがあるとされた

入所者又は利用者について、褥瘡の発生するリスクがあるとされた入所者又は利用者につい

て、褥瘡の発生のないこと。 

＜平成１２年３月８日老企第 40 号 第２の６(40)＞5 の(35)を準用する。                                                                          

①【新】褥瘡マネジメント加算は、褥瘡管理に係る質の向上を図るため、多職種の共同により、

入所者が褥瘡管理を要する要因の分析を踏まえた褥瘡ケア計画の作成（Plan）、当該計画に基

づく褥瘡管理の実施（Do）、当該実施内容の評価（Check）とその結果を踏まえた当該計画の

見直し（Action）といったサイクル（以下この(35)において「ＰＣＤＡ」サイクルという。）

の構築を通じて、継続的に褥瘡管理に係る質の管理を行った場合に加算するものである。 

② 褥瘡マネジメント加算（Ⅰ）は、原則として入所者全員を対象として入所者ごとに大臣基

準第７１号の２イに掲げる要件を満たした場合に、当該施設の入所者全員（褥瘡マネジメン

ト加算（Ⅱ）又は（Ⅲ）を算定する者を除く。）に対して算定できるものであること。 
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③ 大臣基準第７１号の２イ(1)の評価は、別紙様式５を用いて、褥瘡の状態及び褥瘡の発生と

関連のあるリスクについて実施すること。 

④ 大臣基準第７１号の２イ(1)の施設入所時の評価は、大臣基準第７１号の２イ(1)から(4)ま

での要件に適合しているものとして都道府県知事に届け出た日の属する月及び当該月以降の

新規入所者については、当該者の施設入所時に評価を行うこととし、届出の日の属する月の

前月において既に入所している者（以下、「既入所者」という。）については、介護記録等に

基づき、施設入所時における評価を行うこと。 

⑤ 大臣基準第７１号の２イ(1)の評価結果等の情報の提出については、ＬＩＦＥを用いて行う

こととする。ＬＩＦＥへの提出情報、提出頻度等については。「科学的介護情報システム（Ｌ

ＩＦＥ）関連加算に関する基本的な考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について」

を参照されたい。 

提出された情報については、国民の健康の保持増進及びその有する能力の維持向上に資す

るため、適宜活用されるものである。 

⑥ 大臣基準第７１号の２イ(2)の褥瘡ケア計画は、褥瘡管理に対する各種ガイドラインを参考     

にしながら、入所者ごとに、褥瘡管理に関する事項に対し関連職種が共同して取り組むべき

事項や、入所者の状態を考慮した評価を行う間隔等を検討し、別紙様式５を用いて、作成す

ること。なお、介護福祉施設サービスにおいては、褥瘡ケア計画に相当する内容を施設サー

ビス計画の中 に記載する場合は、その記載をもって褥瘡ケア計画の作成に代えることがで

きるものとすること。 

⑦ 大臣基準第７１号の２イ(3)において、褥瘡ケア計画に基づいたケアを実施する際には、褥

瘡ケア・マネジメントの対象となる入所者又はその家族に説明し、その同意を得ること。 

⑧ 大臣基準第７１号の２イ(4)における褥瘡ケア計画の見直しは、褥瘡ケア計画に実施上の問 

題（褥瘡管理の変更の必要性、関連職種が共同して取り組むべき事項の見直しの必要性等）

があれば直ちに実施すること。 

  その際、ＰＤＣＡの推進及び褥瘡管理に係る質の向上を図る観点から、ＬＩＦＥへの提出

情報及びフィードバック情報を活用すること。 

⑨【新】褥瘡マネジメント加算（Ⅱ）は、褥瘡マネジメント（Ⅰ）の算定要件を満たす施設にお

いて、④の評価の結果、施設入所時に褥瘡が発生するリスクがあるとされた入所者について、

施設入所日の属する月の翌月以降に別紙様式５を用いて評価を実施し、当該月に別紙様式５

に示す持続する発赤（ｄ１）以上の褥瘡の発症のない場合に、所定単位数を算定できるもの

とする。 

ただし、施設入所時に褥瘡があった入所者については、当該褥瘡の治癒後に、褥瘡の再発

がない場合に算定できるものとする。 

⑩ 褥瘡マネジメント加算（Ⅲ）は、令和３年３月３１日において、令和３年度改定前の褥瘡

マネジメント加算に係る届出を行う施設について、今後ＬＩＦＥを用いた情報の提出に切り

替えるように必要な検討を行うことを前提に、経過措置として、令和３年度末まで、従前の

要件での算定を認めるものである。 

⑪ 褥瘡管理に当たっては、施設ごとに当該マネジメントの実施に必要な褥瘡管理に係るマニ

ュアルを整備し、当該マニュアルに基づき実施することが望ましいものであること。 

 

（43）排せつ支援加算 

  厚生労働大臣が定める基準（平成２７年厚生労働省告示第９５号７１の３）に適合している

ものとして都道府県知事に届け出た介護老人保健施設において、継続的に入所者ごとの排せつ

に係る支援を行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、１月につき所定単位数を加算する。 

  ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げるその他の加

算は算定しない。 

 (1) 排せつ支援加算（Ⅰ）  １０単位 

(2) 排せつ支援加算（Ⅱ）  １５単位 

(3) 排せつ支援加算（Ⅲ）  ２０単位 

〔経過措置・改正告示附則第１０条〕 

  令和３年３月３１日において改正前の排せつ支援加算に係る届出を行っている施設であって、
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改正後の排せつ支援加算に係る届出を行っていないものにおける改正前の排せつ支援加算（支

援を開始した日の属する月から起算して６月以内の期間に限り、１月につき１００単位）の算

定については、令和４年３月３１日までの間は、なお従前の例によることができる。この場合

において、改正前の「排せつ支援加算」は「排せつ支援加算（Ⅳ）」と読み替える。 

 

＜平成 30年厚生労働省告示第９５号７１の３＞ 

イ 排せつ支援加算（Ⅰ）次のいずれにも適合すること。 

(1) 入所者ごとに、要介護状態の軽減が見込まれるについて、医師又は医師と連携した看護師が

施設入所時に評価し、その後少なくても６月に１回評価するとともに、その評価結果等の情報

を厚生労働省に提出し、排せつ支援の実施に当たって、当該情報その他排せつ支援の適切かつ

有効な実施のために必要な情報を活用していること。 

(2) (1)の評価の結果、排せつに介護を要する入所者であって、適切な対応を行うことにより、

要介護状態の軽減が見込まれるものについて、医師、看護師、介護支援専門員その他の職種の

者が共同して、当該入所者が排せつに介護を要する原因を分析し、それに基づいた支援計画を

作成し、当該支援計画に基づく支援を継続して実施していること。 

(3) (1)の評価に基づき、少なくとも３月に１回、入所者ごとに支援計画を見直ししていること。 

ロ 排せつ支援加算（Ⅱ）次のいずれにも適合すること。 

(1) イ(1)から(3)までのいずれにも適合すること。 

(2) 次のいずれかに適合すること。 

 (一) イ(1)の評価の結果、要介護状態の軽減が見込まれる者について、施設入所時と比較して、

排尿又は排便の状態の少なくとも一方が改善するとともにいずれにも悪化がないこと。 

（二） イ(1)の評価の結果、施設入所時におむつを使用していた者であって要介護状態の軽減が

見込まれるものについて、おむつを使用しなくなったこと。 

ハ 排せつ支援加算（Ⅲ）イ(1)から(3)まで並びにロ(2)（一）及び（二）に掲げる基準のいずれ

にも適合すること。 

 

＜平成１２年３月８日老企第 40 号 第２の６(41)＞5 の(36)を準用する。  

①【新】排せつ加算は、排せつ支援の質の向上を図るため、多職種の共同により、入所者が排せ

つに介護を要する要因の分析を踏まえた支援計画（Plan）、当該支援計画に基づく排せつ支援の

実施（Do）、当該支援内容の評価（Check）とその結果を踏まえた当該支援計画の見直し（Action）

といったサイクル（以下この(36)において「ＰＤＣＡ」という。）の構築を通じて、継続的に排

せつ支援の質の管理を行った場合に加算するものである。 

②【新】排せつ支援加算（Ⅰ）は、原則として入所者全員を対象として入所者ごとに大臣基準第

７１号の３に掲げる要件を満たした場合に、当該施設の入所者全員（排せつ支援加算（Ⅱ）又

は（Ⅲ）を算定する者を除く。）に対して算定できるものであること。 

③ 本加算は、全ての入所者について、必要に応じ適切な介護が提供されていることを前提とし

つつ、さらに特別な支援を行うことにより、施設入所時と比較して排せつの状態が改善するこ

とを評価したものである。したがって、例えば、施設入所時において、入所者が尿意・便意を

職員へ訴えることができるにもかかわらず、職員が適時に排せつを介助できるとは限らないこ

とを主たる理由としておむつへの排せつとしていた場合、支援を行って排せつの状態を改善さ

せてとしても加算の対象とはならない。 

④【新】大臣基準第７１号の３イ(1)の評価は、別紙様式６を用いて、排尿・排便の状態及びおむ

つの使用の有無並びに特別な支援が行われた場合におけるそれらの３か月後の見込みについて

実施する。 

⑤【新】大臣基準第７１号の３イ(1)の施設入所時の評価は、大臣基準第７１号の３イ(1)から(3)

までの要件に適合しているものとして都道府県知事に届け出た日の属する月及び当該月以降の

新規入所者については、当該者の施設入所時に評価を行うこととし、届出の日の属する月の前

月以前から既に入所している者（以下「既入所者」という。）については、介護記録に基づき、

施設入所時における評価を行うこと。 

⑥ ④又は⑤の評価を医師と連携した看護師が行った場合は、その内容を支援の開始前に医師へ

報告することとする。また、医師と連携した看護師が④の評価を行う際、入所者の背景疾患の
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状況を勘案する必要がある場合等は、医師へ相談することとする。 

⑦【新】大臣基準第７１号の３イ(1)の評価結果の情報提供については、ＬＩＦＥを用いて行うこ

ととする。ＬＩＦＥへの提出情報、提出頻度等については。「科学的介護情報システム（ＬＩＦ

Ｅ）関連加算に関する基本的な考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について」を参照

されたい。 

提出された情報については、国民の健康の保持増進及びその有する能力の維持向上に資する

ため、適宜活用されるものである。 

⑧ 大臣基準第７１号の３イ(2)の「排せつに介護を要する入所者」とは、要介護認定調査の際に

用いられる「認定調査員テキスト 2009 改正版（平成 30年 4月改定）」の方法を用いて、排せつ

又は排便の状態が。「一部介助」若しくは「全介助」と評価される者又はおむつを使用している

者をいう。 

⑨【新】大臣基準第７１号の３イ(2)の「適切な対応を行うことにより、要介護状態の軽減が見込

まれる」とは、特別な支援を行わなかった場合には、当該排尿若しくは排便又はおむつ使用に

かかる状態の評価が不変又は低下になることが見込まれるものの、適切な対応を行った場合に

は、排尿又は排便の状態の少なくとも一方が改善又はおむつ使用がありから使用なしに改善す

ること、あるいは、排尿又は排便の状態の少なくとも一方が改善し、かつ、おむつ使用ありか

ら使用なしに改善することが見込まれることをいう。 

⑩ 支援に先立って、失禁に対する各種ガイドラインを参考しながら、対象者が排せつに介護を

要する要因を多職種が共同して分析し、それに基づいて、別紙様式６の様式を用いて支援計画

を作成する。要因分析及び支援計画の作成に関わる職種は、④の評価を行った医師又は看護師、

介護支援専門員、及び支援対象の入所者の特性を把握している介護職員を含むものとして、そ

の他、疾患、使用している薬剤、食生活、生活機能の状態等に応じた薬剤師、管理栄養士、理学

療法士、作業療法士等を適宜加える。なお、介護福祉施設サービス〔介護保険施設サービス〕

においては、支援計画に相当する内容を施設サービス計画中に記載する場合は、その記載をも

って支援計画の作成に代えることができるものとするが、下線又は枠で囲う等により、他の記

載と区別できるようにすること。 

⑪ 支援計画の作成にあたっては、要因分析の結果と整合性がとれた計画を、個々の入所者の特

性に配慮しながら個別に作成することとし、画一的な支援計画とならないよう留意する。また、

支援において、入所者の尊厳が十分保持されるよう留意する。 

⑫ 当該支援計画の実施にあたっては、計画の作成に関与した者が、入所者又はその家族に対し、

排せつの状態及び今後の見込み、支援の必要性、要因分析並びに支援計画の内容、当該支援は

入所者又はその家族がこれらの説明を理解した上で支援の実施を希望する場合に行うものであ

ること、及び支援開始後であってもいつでも入所者又はその家族の希望に応じて支援計画を中

断又は中止できることを説明し、入所者又はそのかぞくの理解と希望を確認した上で行うこと。 

⑬【新】大臣基準第７１号の３イ(3)における支援計画の見直しは、支援計画に実施上問題（排せ

つ支援計画の変更の必要性、関連職種が共同して取り組むべき事項の見直しの必要性等）があ

れば直ちに実施すること。 

  その際、ＰＤＣＡの推進及び排せつ支援の質の向上を図る観点から、ＬＩＦＥへの提出情報

及びフィードバック情報を活用すること。 

⑭【新】排せつ支援加算（Ⅱ）は、排せつ支援加算（Ⅰ）の算定要件を満たす施設において、施設

入所時と比較して、排尿又は排便の状態の一方が改善し、かつ、いずれにも悪化がない場合又

はおむつの使用ありから使用なしに改善した場合に算定できることとする。 

⑮【新】排せつ支援加算（Ⅲ）は、排せつ支援加算（Ⅰ）の算定要件を満たす施設において、施設

入所時と比較して、排尿又は排便の状態の一方が改善し、いずれにも悪化がなく、かつ、おむ

つの使用ありから使用なしに改善した場合に算定できることとする。 

⑯【新】排せつ支援加算（Ⅳ）は、令和３年３月 31 日において、令和３年度改定前の排せつ支援

加算に係る届出を行う施設について、今後ＬＩＦＥを用いた情報の提出に切り替えるよう必要

な検討を行うことを前提に、経過措置として、令和３年度末まで、従前の要件での算定を認め

るものである。 

 

（44）【新】自立支援促進加算    ３００単位 
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厚生労働大臣が定める基準（平成２７年厚生労働省告示第９５号７１の４）に適合している

ものとして都道府県知事に届け出た介護老人保健施設において、継続的に入所者ごとの自立支

援を行った場合は、１月につき所定単位を加算する。 

 

【新】＜平成２７年厚生労働省告示第９５号７１の４＞ 

次のいずれにも適合すること。 

イ 医師が入所者ごとに、施設入所時に自立支援に係る医学的評価を行い、その後少なくとも６

月に１回医学的評価の見直しを行うとともに、その医学的評価の結果等の情報を厚生労働省に

提出し、自立支援の促進に当たって、当該情報その他自立支援の適切かつ有効な促進のために

必要な情報を活用していること。 

ロ イの医学的評価の結果、自立支援の促進が必要であるとされた入所者ごとに、医師、看護職

員、介護職員、介護支援専門員その他の職種の者が共同して、自立支援に係る支援計画を策定

し、支援計画に従ったケアを実施していること。 

ハ イの医学的評価に基づき、少なくとも３月に１回、入所者ごとに支援計画を見直しているこ

と。 

ニ 医師が自立支援に係る支援計画の策定等に参加していること。 

 

＜平成１２年３月８日老企第 40 号 第２の５(42)＞５の(37)を準用する。  

５の(37)【新】自立支援加算について 

① 自立支援促進加算は、入所者の尊厳を保持及び自立支援に係るケアの質の向上を図るた

め、多職種共同による、入所者が自立支援の促進を要する要因の分析を踏まえた支援計画の

作成（Plan）、当該支援計画に基づく自立支援の促進（Do）、当該支援内容の評価（Check）

とその結果を踏まえた当該支援計画の見直し（Action）といったサイクル（以下この(留)に

おいて「ＰＤＣＡ」という。）の構築を通じて、継続的に入所者の尊厳を保持し、自立支援

に係る質の管理を行った場合に加算するものである。 

② 本加算は、全ての入所者について、必要に応じ、適切な介護が提供されていることを前提

としつつ、介護保険制度の理念に基づき、入所者が尊厳を保持し、その有する能力に応じ自

立した日常生活を営むことができるよう、特に必要な支援を実施していることを評価するも

のである。 

このため、医師が、定期的に、全ての入所者に対する医学的評価及びリハビリテーショ

ン、日々の過ごし方等についてのアセスメントを実施するとともに、医師、看護職員、介護

職員、介護支援専門員その他の職種が、医学的評価、アセスメント及び支援実績に基づき、

特に自立支援のための対応が必要とされた者について、生活全般において適切な介護を実施

するための包括的な支援計画を策定し、個々の入所者や家族の希望に沿った、尊厳の保持に

資する取組や本人を尊重する個別ケア、寝たきり防止に資する取組、自立した生活を支える

取組、廃用性機能障害に対する機能回復・重度化防止のための自立支援の取組などの特別な

支援を行っている場合に算定できるものである。なお、本加算は、画一的・集団的な介護又

は個別的ではあっても画一的な支援計画による取組を評価するものではないこと、また、リ

ハビリテーションや機能訓練の実施を評価するものではないことから、個別のリハビリテー

ションや機能訓練を実施することのみでは、加算の対象とはならないこと。 

③ 本加算は、原則として入所者全員を対象として入所者ごとに大臣基準第７１号の４に掲げ

る要件を満たした場合に、当該施設の入所者全員に対して算定できるものであること。 

④ 大臣基準第７１号の４イの自立支援に係る医学的評価は、医師が必要に応じて関連職種と

連携し、別紙様式７を用いて、当該時点における自立支援に係る評価に加え、特別な支援を

実施することによる入所者の状態の改善可能性等について、実施すること。 
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⑤ 大臣基準第７１号の４ロの支援計画は、関係職種が共同し、別紙様式７を用いて、訓練の

提供に係る事項（離床・基本動作、ＡＤＬ動作、日々の過ごし方及び訓練時間等）の全ての

項目について作成すること。作成にあたっては、④の医学的評価及び支援実績等に基づき、

個々の入所者の特性に配慮しながら個別に作成することとし、画一的な支援計画とならない

よう留意すること。 

⑥ 当該支援計画の各項目は原則として以下のとおり実施すること。その際、入所者及びその

家族の希望も確認し、入所者の尊厳が支援に当たり十分保持されるように留意すること。 

ａ 寝たきりによる廃用性機能障害を防ぐために、離床、座位保持又は立ち上がりを計画

的に支援する。 

ｂ 食事は、本人の希望に応じ、居室外で、車椅子ではなく普通の椅子を用いる等、施設

においても、本人の希望を尊重し、自宅等におけるこれまでの暮らしを維持できるよう

にする。食事の時間や嗜好等への対応について、画一的ではなく、個人の習慣や希望を

尊重する。 

ｃ 排せつは、入所者ごとの排せつリズムを考慮しつつ、プライバシーに配慮したトイレ

を使用することとし、特に多床室においては、ポータブルトイレの使用を前提とした支

援計画を策定してはならない。 

ｄ 入浴は、特別浴槽ではなく、一般浴槽での入浴とし、回数やケアの方法についても、

個人の習慣や希望を尊重すること。 

ｅ 生活全般において、入所者本人や家族と相談し、可能な限り自宅での生活と同様の暮

らしを続けられるようにする。 

ｆ リハビリテーション及び機能訓練の実施については、本加算において評価をするもの

ではないが、④の評価に基づき、必要な場合は、入所者本人や家族の希望も確認して施

設サービス計画の見直しを行う。 

⑦ 大臣基準第７１号の４ロにおいて、支援計画に基づいたケアを実施する際には、対象とな

る入所者又はその家族に説明し、その同意を得ること。 

⑧ 大臣基準第７１号の４ハにおける支援計画の見直しは、支援計画に実施上に当たっての課

題（入所者の自立に係る状態の変化、支援の実施時における医学的観点からの留意事項に関

する大きな変更、関連職種が共同して取り組むべき事項の見直しの必要性等）に応じ、必要

に応じた見直しを行うこと。 

その際、ＰＤＣＡの推進及びケアの向上を図る観点から、ＬＩＦＥへの提出情報とフィー

ドバック情報を活用すること。 

⑨ 大臣基準第７１号の４ニの評価結果等の情報の提出については、ＬＩＦＥを用いて行うこ

ととする。ＬＩＦＥへの提出情報、提出頻度等については、「科学的介護情報システム（Ｌ

ＩＦＥ）関連加算に関する基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について」を

参照されたい。 

提出された情報については、国民の健康の保持増進及びその有する能力の維持向上に資す

るため、適宜活用されるものである。 

 

（45）【新】科学的介護推進体制加算 

厚生労働大臣が定める基準（平成２７年厚生労働省告示第９５号９２の２）に適合している

ものとして都道府県知事に届け出た介護老人保健施設が、入所者に対し介護老人保健施設サー

ビスを行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、１月につき次に掲げる所定単位数を加算

する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げるその他

の加算は算定しない。 

  (1) 科学的介護推進体制加算（Ⅰ）  ４０単位 
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  (2) 科学的介護推進体制加算（Ⅱ）  ６０単位 

 

【新】＜平成２７年厚生労働省告示第９５号９２の２）＞ 

イ 科学的介護推進体制加算（Ⅰ） 次のいずれにも適合すること。 

(1) 入所者ごとのＡＤＬ値、栄養状態、口腔機能、認知症の状況その他の入所者の心身の状況

等に係る基本的な情報を、厚生労働省に提出していること。 

(2) 必要に応じて施設サービス計画を見直すなど、サービスの提供に当たって(1)に規定する情

報その他サービスを適切かつ有効に提供するために必要な情報を活用していること。 

ロ 科学的介護推進体制加算（Ⅱ） 次のいずれにも適合すること。 

(1) イ(1)に規定する情報に加えて、入所者ごとの疾病の状況等の情報を、厚生労働省に提出し

ていること。 

(2) 必要に応じて施設サービス計画を見直すなど、サービスの提供に当たって、イ(1)に規定す

る情報、(1)に規定する情報その他サービスを適切かつ有効に提供するために必要な情報を活用

していること。 

 

＜平成１２年３月８日老企第 40 号 第２の５(43)＞５の(38)を準用する。＞ 

５(38)【新】科学的介護推進体制加算について 

① 科学的介護推進体制加算は、原則として入所者全員を対象として、入所者ごとに大臣基準

第７１号の５に掲げる要件を満たした場合に、当該施設の入所者全員に対して算定できるも

のであること。 

② 大臣基準第７１号の５イ(1)及びロ(1)の情報の提出については、ＬＩＦＥを用いて行うこ

ととする。ＬＩＦＥへの提出情報、提出頻度等については、「科学的介護情報システム（Ｌ

ＩＦＥ）関連加算に関する基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について」を

参照されたい。 

③ 施設は、入所者に提供する施設サービスの質を常に向上させていくため、計画（Plan）、

実行（Do）、評価（Check）、改善（Action）のサイクル（ＰＤＣＡサイクル）により、質

の高いサービスを実施する体制を構築するとともに、その更なる向上に努めることが重要で

あり、具体的には、次のような一連の取組が求められる。したがって、情報を厚生労働省に

提出するだけでは、本加算の算定対象とはならない。 

イ 入所者の心身の状況等に係る基本的な情報に基づき、適切なサービスを提供するため

の施設サービス計画を作成する（Plan）。 

ロ サービスの提供に当たっては、施設サービス計画に基づいて、入所者の自立支援や重

度化防止に資する介護を実施する（Do）。 

ハ ＬＩＦＥへの提出情報及びフィードバック情報等も活用し、多職種が共同して、施設

の特性やサービス提供の在り方について検証を行う（Check）。 

ニ 検証結果に基づき、入所者の施設サービス計画を適切に見直し、施設全体として、サ

ービスの質の更なる向上に努める（Action）。 

④ 提出された情報については、国民の健康の保持増進及びその有する能力の維持向上に資す

るため、適宜活用されるものである。 

 

（46）【新】安全対策体制加算    ２０単位 

厚生労働大臣が定める施設基準（平成２７年厚生労働省告示第９６号６１の２）に適合して

いるものとして都道府県知事に届け出た介護老人保健施設が、入所者に対し、介護保険施設サ

ービスを行った場合、安全対策体制加算として、入所初日に限り所定単位数を加算する。 

 

【新】＜平成２７年厚生労働省告示第９６号６１の２＞ 
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イ 介護老人保健施設基準第３６条第１項に規定する基準に適合していること。 

ロ 介護老人保健施設基準第３６条第１項第４号に規定する担当者が安全対策に係る外部研修を

受けていること。 

ハ 当該介護老人保健施設内に安全管理部門を設置し、組織的に安全対策を実施する体制が整備

されていること。 

 

＜平成１２年３月８日老企第 40 号 第２の５(44)＞５の(39)を準用する。＞ 

５(39)【新】安全対策体制加算について 

安全対策体制加算は、事故発生の防止のための指針の作成・委員会の開催・従業者に対する

研修の実施及びこれらを適切に実施するための担当者の配置を備えた体制に加えて、当該担当

者が安全対策に係る外部の研修を受講し、組織的に安全対策を実施する体制を備えている場合

に評価を行うものである。 

安全対策に係る外部の研修については、介護現場における事故の内容、発生防止の取組、発

生時の対応、施設のマネジメント等の内容を含むものであること。令和３年１０月３１日まで

の間にあっては、研修を受講予定（令和３年４月以降、受講申込書等を有している場合）であ

れば、研修を受講した者とみなすが、令和３年１０月３１日までに研修を受講していない場合

には、令和３年４月から１０月までに算定した当該加算については、遡り返還すること。 

また、組織的な安全対策を実施するにあたっては、施設内において安全管理対策部門を設置

し、事故の防止に係る指示や事故が生じた場合の対応について、適切に従業者全員に行き渡る

ような体制を整備していることが必要であること。 

 

（47）サービス提供体制強化加算 

  厚生労働大臣が定める基準（平成２７年厚生労働省告示第９５号９３）に適合するものとし

て都道府県知事に届け出た介護老人保健施設が、介護保健施設サービスを行った場合は、当該

基準に掲げる区分に従い、1日につき次に掲げる所定単位数を加算する。ただし、次に掲げるい

ずれかを算定している場合においては、次に掲げるその他の加算は算定しない。 

(1) サービス提供体制強化加算（Ⅰ）      ２２単位 

(2) サービス提供体制強化加算（Ⅱ）      １８単位 

(3) サービス提供体制強化加算（Ⅲ）       ６単位 

 

＜平成２７年厚生労働省告示第９５号９３＞ 

イ サービス提供体制強化加算（Ⅰ）次のいずれにも適合すること。 

(1) 次のいずれかに適合すること。 

(一) 介護老人保健施設の介護職員の総数のうち、介護福祉士の占める割合が１００分の８０

以上であること。 

 (二) 介護老人保健施設の介護職員の総数のうち、勤続１０年以上の介護福祉士の占める割合

が１００分の３５以上であること。 

(2) 提供する介護保健施設サービスの質の向上に資する取組を実施していること。 

(3) 定員超過利用・人員基準欠如に該当していないこと。 

ロ サービス提供体制強化加算（Ⅱ） 次のいずれにも適合すること。 

(1) 介護老人保健施設の介護職員の総数のうち、介護福祉士の占める割合が１００分の６０以

上であること。 

(2) 定員超過利用・人員基準欠如に該当していないこと。 

 

ハ サービス提供体制強化加算（Ⅲ） 次のいずれにも適合すること。 

(1) 次のいずれかに適合すること。 

 (一) 介護老人保健施設の介護職員の総数のうち、介護福祉士の占める割合が１００分の５０
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以上であること。 

 (二) 介護老人保健施設の看護・介護職員の総数のうち、常勤職員の占める割合が１００分の

７５以上であること。 

 (三) 指定介護福祉施設サービスを入所者に直接提供する職員の総数のうち、勤続年数７年以

上の者の占める割合が１００分の３０以上であること。 

(2) 定員超過利用・人員基準欠如に該当していないこと。 

 

＜平成１２年３月８日老企第 40 号 第２の６(45)＞ 

① ２の(21)①から④まで及び⑥並びに４の(18)③を準用する。 

２(21) サービス提供体制強化加算について 

① 職員の割合の算出に当たっては、常勤換算方法により算出した前年度（３月を除く。）の

平均を用いることとする。なお、この場合の介護職員に係る常勤換算にあっては、利用者・

入所者の介護業務（計画作成等介護を行うに当たって必要な業務は含まれるが、請求業務等

介護に関わらない業務を除く。）に従事している時間を用いても差し支えない。 

ただし、前年度の実績が６月に満たない施設（新たに事業を開始し、又は再開した施設を

含む。）については、届出日の属する月の前３月について、常勤換算方法により算出した平

均を用いることとする。したがって、新たに事業を開始し、又は再開した事業者について

は、４月目以降届出が可能となるものであること。 

なお、介護福祉士については、各月の前月の末日時点で資格を取得している者とするこ

と。 

② 前号ただし書の場合にあっては、届出を行った月以降においても、直近３月間の職員の割

合につき、毎月継続的に所定の割合を維持しなければならない。なお、その割合について

は、毎月記録するものとし、所定の割合を下回った場合については、直ちに体制等に関する

届出書により加算の取り下げの届出を提出しなければならない。 

③ 勤続年数とは、各月の前月の末日時点おける勤続年数をいうものとする。 

④ 勤続年数の算定に当たっては、当該施設における勤続年数に加え、同一法人等の経営する

他の介護サービス事業所、病院、社会福祉施設等においてサービスを入所者に直接提供する

職員として勤務した年数を含めることができるものとする。 

４(18)  サービス提供体制強化加算について 

③【新】提供する指定特定施設入所者生活介護〔介護保険施設サービス〕の質の向上に資す

る取組については、サービスの質の向上や入所者の尊厳の保持を目的として、施設として

継続的に行う取組を指すものとする。 

（例） 

・ ＬＩＦＥを活用したＰＤＣＡサイクルの構築 

・ ＩＣＴ・テクノロジーの活用 

・ 高齢者の活躍（居室やフロア等の掃除、食事の配膳・下膳などのほか、経理や労務、広

報なども含めた介護業務以外の業務の提供）等による役割分担の明確化 

・ ケアに当たり、居室の定員が２以上である場合、原則としてポータブルトイレを使用し

ない方針を立てて取組を行っていること 

実施に当たっては、当該取組の意義・目的を職員に周知するとともに、適時のフォローア

ップや職員間の意見交換等により、当該取組の意義・目的に則ったケアの実現に向けて継続

的に取り組むものでなければならない。 

② 介護保険施設サービスを利用者に直接提供する職員とは、看護職員、介護職員、支援相談員、

理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士として勤務を行う職員を指すものとする。 

 

58



 

（48）介護職員処遇改善加算 

厚生労働大臣が定める基準（平成２７年厚生労働省告示第９５号９４）に適合している介護

職員の賃金の改善等を実施しているものとして都道府県知事に届け出た介護老人保健施設が、

入所者に対し、指定介護福祉施設サービスを行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、令

和６年３月３１日までの間、次に掲げる単位数を所定単位数を加算する。ただし、次に掲げる

いずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げるその他の加算は算定しない。 

 (1) 介護職員処遇改善加算（Ⅰ） 

算定した単位数の１０００分の３９に相当する単位数 

 (2)  介護職員処遇改善加算（Ⅱ） 

    算定した単位数の１０００分の２９に相当する単位数 

 (3)  介護職員処遇改善加算（Ⅲ） 

    算定した単位数の１０００分の１６に相当する単位数 

 (4)  介護職員処遇改善加算（Ⅳ） 

    算定した単位数の１００分の９０に相当する単位数 

 (5) 介護職員処遇改善加算（Ⅴ） 

    算定した単位数の１００分の８０に相当する単位数 

〔経過措置・改正告示附則第２条〕 

令和３年３月３１日において現に改正前の介護職員処遇改善加算に係る届出を行っている施

設であって、改正後の介護職員処遇改善加算に係る届出を行っていないものにおける介護職員

処遇改善加算（Ⅳ）及び介護職員処遇改善加算（Ⅴ）の算定については、令和４年３月３１日

までの間は、なお従前の例によることができる。 

 

＜平成２７年厚生労働省告示第９５号９４＞第４号の規定を準用する。 

イ 介護職員処遇改善加算(Ⅰ) 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

(1) 介護職員の賃金（退職手当を除く。）の改善（以下「賃金改善」という。）に要する費用

の見込額（賃金改善に伴う法定福利費等の事業主負担の増加分を含むことができる。以下同

じ。）が介護職員処遇改善加算の算定見込額を上回る賃金改善に関する計画を策定し、当該計

画に基づき適切な措置を講じていること。 

(2) 指定介護老人福祉施設において、(1)の賃金改善に関する計画、当該計画に係る実施期間及

び実施方法その他の介護職員の処遇改善の計画等を記載した介護職員処遇改善計画書を作成

し、全ての介護職員に周知し、都道府県知事（地方自治法第２５２条の１９第１項の指定都市

（以下「指定都市」）及び同法第２５２条の２２第１項の中核市(以下「中核市」)にあって

は、指定都市又は中核市の市長。第３５号及び第６６号を除き、以下同じ。）に届け出ている

こと。 

(3) 介護職員処遇改善加算の算定額に相当する賃金改善を実施すること。ただし、経営の悪化

等により事業の継続が困難な場合、当該事業の継続を図るために介護職員の賃金水準（本加算

による賃金改善分を除く。）を見直すことはやむを得ないが、その内容について都道府県知事

に届け出ること。 

(4) 当該指定介護老人福祉施設において、事業年度ごとに介護職員の処遇改善に関する実績を

都道府県知事に報告すること。 

(5) 算定日が属する月の前１２月間において、労働基準法、労働者災害補償保険法、最低賃金

法、労働安全衛生法、雇用保険法その他の労働に関する法令に違反し、罰金以上の刑に処せら

れていないこと。 
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(6) 当該指定介護老人福祉施設において、労働保険料（労働保険の保険料の徴収等に関する法

律第１０条第２項に規定する労働保険料をいう。以下同じ。）の納付が適正に行われているこ

と。 

(7) 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

㈠ 介護職員の任用の際における職責又は職務内容等の要件（介護職員の賃金に関するもの

を含む。）を定めていること。 

㈡ ㈠の要件について書面をもって作成し、全ての介護職員に周知していること。 

㈢ 介護職員の資質の向上の支援に関する計画を策定し、当該計画に係る研修の実施又は研

修の機会を確保していること。 

㈣ ㈢について、全ての介護職員に周知していること。 

㈤ 介護職員の経験若しくは資格等に応じて昇給する仕組み又は一定の基準に基づき定期に

昇給を判定する仕組みを設けていること。 

㈥ ㈤について書面をもって作成し、全ての介護職員に周知していること。 

(8) (2)の届出に係る計画の期間中に実施する介護職員の処遇改善の内容（賃金改善に関するも

のを除く。）及び当該介護職員の処遇改善に要する費用の見込額を全ての職員に周知している

こと。 

ロ 介護職員処遇改善加算(Ⅱ) イ(1)か(6)まで、(7)㈠から㈣まで及び(8)に掲げる基準のいず

れにも適合すること。 

ハ 介護職員処遇改善加算(Ⅲ) 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

(1) イ(1)から(6)まで及び(8)に掲げる基準に適合すること。 

⑵ 次に掲げる基準のいずれかに適合すること。 

㈠ 次に掲げる要件の全てに適合すること。 

ａ 介護職員の任用の際における職責又は職務内容等の要件（介護職員の賃金に関するもの

を含む。）を定めていること。 

ｂ ａの要件について書面をもって作成し、全ての介護職員に周知していること。 

㈡ 次に掲げる要件の全てに適合すること。 

ａ 介護職員の資質の向上の支援に関する計画を策定し、当該計画に係る研修の実施又は研

修の機会を確保していること。 

ｂ ａについて、全ての介護職員に周知していること。 

ニ 介護職員処遇改善加算（Ⅳ） （省略） 

ホ 介護職員処遇改善加算（Ⅴ） （省略） 

 

（49）介護職員等特定処遇改善加算 

厚生労働大臣が定める基準（平成２７年厚生労働省告示第９５号９４の２）に適合している

介護職員等の賃金の改善等を実施しているものとして都道府県知事に届け出た介護老人保健施

設が、入所者に対し、介護保健施設サービスを行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、

次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定してい

る場合においては、次に掲げるその他の加算は算定しない。 

 (1) 介護職員等特定処遇改善加算（Ⅰ） 

    算定した単位数の１０００分の２１に相当する単位数 

 (2)  介護職員等特定処遇改善加算（Ⅱ） 

    算定した単位数の１０００分の１７に相当する単位数 
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＜平成２７年厚生労働省告示第９５号９４の２＞第６号の２の規定を準用する。 

イ 介護職員等特定処遇改善加算(Ⅰ) 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

(1) 介護職員その他の職員の賃金改善について、次に掲げる基準のいずれにも適合し、かつ、

賃金改善に要する費用の見込額が介護職員等特定処遇改善加算の算定見込額を上回る賃金改

善に関する計画を策定し、当該計画に基づき適切な措置を講じていること。 

㈠ 経験・技能のある介護職員のうち１人は、賃金改善に要する費用の見込額が月額８万円

以上又は賃金改善後の賃金の見込額が年額４４０万円以上であること。ただし、介護職員

等特定処遇改善加算の算定見込額が少額であることその他の理由により、当該賃金改善が

困難である場合はこの限りでないこと。 

㈡ 指定介護老人福祉施設における経験・技能のある介護職員の賃金改善に要する費用の見

込額の平均が、介護職員（経験・技能のある介護職員を除く。）の賃金改善に要する費用

の見込額の平均を上回っていること。 

㈢ 介護職員（経験・技能のある介護職員を除く。）の賃金改善に要する費用の見込額の平

均が、介護職員以外の職員の賃金改善に要する費用の見込額の平均の２倍以上であるこ

と。ただし、介護職員以外の職員の平均賃金額が介護職員（経験・技能のある介護職員を

除く。）の平均賃金額を上回らない場合はその限りでないこと。 

㈣ 介護職員以外の職員の賃金改善後の賃金の見込額が年額４４０万円を上回らないこと。 

(2) 当該指定介護老人福祉施設において、賃金改善に関する計画、当該計画に係る実施期間及

び実施方法その他の当該施設の職員の処遇改善の計画等を記載した介護職員等特定処遇改善

計画書を作成し、全ての職員に周知し、都道府県知事に届け出ていること。 

(3) 介護職員等特定処遇改善加算の算定額に相当する賃金改善を実施すること。ただし、経営

の悪化等により事業の継続が困難な場合、当該事業の継続を図るために当該施設の職員の賃

金水準（本加算による賃金改善分を除く。）を見直すことはやむを得ないが、その内容につ

いて都道府県知事に届け出ること。 

(4) 当該指定介護老人福祉施設において、事業年度ごとに当該施設の職員の処遇改善に関する

実績を都道府県知事に報告すること。 

(5) 指定施設サービス等介護給付費単位数表の介護福祉施設サービスの日常生活継続支援加算

(Ⅰ)若しくは(Ⅱ)又は介護福祉施設サービスにおけるサービス提供体制強化加算(Ⅰ)若しく

は(Ⅱ)のいずれかを届け出ていること。 

(6) 介護福祉施設サービスにおける介護職員処遇改善加算(Ⅰ)から(Ⅲ)までのいずれかを算定

していること。 

(7) (2)の届出に係る計画の期間中に実施する職員の処遇改善の内容（賃金改善に関するものを

除く。以下この(基)において同じ。）及び当該職員の処遇改善に要する費用の見込額を全て

の 職員に周知していること。 

(8) (7)の処遇改善の内容等について、インターネットの利用その他の適切な方法により公表し

ていること。 

ロ 介護職員等特定処遇改善加算(Ⅱ) イ(1)から(4)まで及び(6)から(8)までに掲げる基準のい

ずれにも適合すること。 

 

別途通知「介護職員処遇改善加算及び介護職員等特定処遇改善加算に関する基本的考え方並び

に事務処理手順及び様式例の提示について」（令和３年３月 16 日老発 0316 号第 4号）を参照する

こと。 
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